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4 基本目標と施策                      

 

 新国戦略においては、デジタルの力を活用した地方の社会課題解決の施策として、①地方に仕事

をつくる、②人の流れをつくる、③結婚・出産・子育ての希望をかなえる、④魅力的な地域をつく

るの４つを定めている。また、地方の社会課題解決に向けたデジタル実装の下支えの施策として、

①デジタル基盤整備、②デジタル人材の育成・確保、③誰一人取り残さないための取組の 3 つを

掲げている。 

 第３期県戦略では、新国戦略を勘案しつつ、かつ本県の実態を踏まえ、①生産年齢人口の減少へ

の対応、②社会増の適切な維持、③自然減・少子化への対応、④異次元の高齢化への対応の 4 つ

の基本的課題に取り組み、さらにその取組をデジタルの力を活用して加速化・深化させるため、次

の５つの基本目標を定める。 

 

 

 

 ［基本目標 1］ 県内における安定した雇用を創出する 

            ～生産年齢人口減少期における経済活性化～ 

 

 ［基本目標 2］ 県内への新しいひとの流れをつくる 

            ～東京都区部への一極集中の克服～ 

 

 ［基本目標 3］ 県民の結婚、妊娠・出産、子育ての希望をかなえる 

            ～少子社会からの転換～ 

 

 ［基本目標 4］ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る 

            ～異次元の高齢化への挑戦～ 

 

 ［基本目標 5］ デジタルの力を活用してまち・ひと・しごと創生を 

        加速化・深化させる 

            ～社会全体のＤＸ実現に向けて～ 
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○ 生産年齢人口減少に対応した潜在的な人材の活用 

 

 本県の生産年齢人口が今後更に減少していくと予想される中、その影響を最小限にし、県内で安

定した労働力を確保し続けるためには、就業する意欲と能力がありながら現在就業が実現していな

い潜在的な人材の活用を図ることが求められる。特に、女性の就業率の向上とシニアの活躍が重要

となる。 

 2020 年（令和 2 年）国勢調査によると、本県の女性の就業率は 30 代で 72.4%、40 代で

76.7%と全国平均よりも低い。全国的にみても出産や子育てを機に離職する女性は約 5 割に上り、

また、離職した人の 3 分の 1 が「仕事を続けたかったが、仕事と育児の両立が難しい」という理

由を挙げている。一方で、子育てに専念するために離職した人であっても、子供の成長とともに就

職希望率は高くなる。こうした中で働きたいと願う女性が持続的にキャリアを積み重ねていけるよ

う、結婚や出産、子育てなどのライフステージの変化に合わせ、希望する働き方を多様な選択肢か

ら選ぶことを可能とする環境づくりを進めていく。 

 また、団塊世代を中心に多くの高齢者が就業の第一線から退いている。一方で、平均寿命や健康

寿命の延伸により元気な高齢者が増えていることから、セカンドキャリアの形成や企業とのマッチ

ングを支援するなどにより、就業を希望する高齢者がその能力を発揮し活躍できる環境づくりを行

う。 

図 40 年齢階層別就業率（2020年） 

 
 

（総務省「国勢調査」を基に作成） 

基本目標 1 県内における安定した雇用を創出する  
       ～生産年齢人口減少期における経済活性化～ 
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図 41 埼玉県の女性の年齢階層別就業率（2020年、2010年、2000年） 

 
（総務省「国勢調査」を基に作成） 

 

○ 魅力的な雇用を創出する県内産業の振興 

 

 生産年齢人口が減少する中で経済の活力を維持するには、企業の生産性を高め、「稼げる力」の

ある産業を振興することにより、魅力的な雇用を創出することも重要である。 

 そこで、首都圏という巨大マーケットの中央に位置し、交通アクセスが充実している強みを生か

して産業集積を進める。 

 本県における事業所数・従業者数の割合を事業所規模別に比較すると、事業所数割合では中小事

業所が、業種としてはサービス業が占める割合が高い。このため、サービス業を含め、経営革新に

取り組む中小事業所への支援などを行い魅力と生産性の向上を図る。 

 また、本県の強みを生かした農林水産業の振興を図るとともに、外国人観光客の来訪促進や受入

体制の充実などによる観光業などの振興を図る。 

 

図 42 事業所規模別事業所数割合・従業者数割合（2021年） 

 
（総務省・経済産業省「経済センサス‐活動調査」を基に作成） 

（歳） 
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【主な施策】 

 

    

   生産年齢人口の減少が進む中、潜在的な人材の活用が求められており、女性がその個性や能力を

発揮できるよう、多様な働き方の促進、非正規雇用から正規雇用への転換促進その他女性の労働条

件の改善に向けた支援、子育て支援などに取り組み、女性がいきいきと輝く社会を構築する。 

 

   ・子育て期などにおける短時間勤務制度など多様な働き方の普及 

   ・テレワークなど柔軟な働き方の推進 

   ・保育所、企業内保育所などの整備等促進 

   ・保育士の育成・確保・定着 

   ・延長保育や病児保育など多様な保育サービスの提供支援 

   ・建設業等の女性の少ない職場での女性の活躍支援 

   ・女性農業者のネットワークづくりや新たな農業ビジネスにチャレンジする女性農業者の支援 

   ・女性の就業・キャリアアップのワンストップ支援 

   ・女性の創業支援 

   ・女性の活躍の支援など男女共同参画の推進  等 

 

 

 

 

   就業の第一線から退いた高齢者も多くは元気であり、こうした高齢者がいきいきと元気に社会の

担い手として活躍できるよう、また障害者がその能力と適性を十分に発揮できるよう就業支援等を

行う。 

 

   ・中高年齢者の再就職活動の支援 

   ・市町村のシルバー人材センターとの連携強化 

   ・障害者への就業支援 

   ・職業訓練を含めた、高齢者のリカレント教育機会の提供  等 

 

 

 

 

 新たな成長を導く次世代・先端産業の育成や産業集積を推進するとともに、農業の 6 次産業化

を推進することなどにより持続的な成長を図っていく。 

   

   ・農業大学校跡地等を活用した先端産業等の集積促進 

・産学連携による研究開発、企業の新技術・製品化開発の支援 

・次世代産業・先端産業の誘致 

・食品産業、自動車関連産業、流通加工業など埼玉の特徴を生かした産業の誘致 

① 女性がいきいきと輝く社会の構築  

 

② 高齢者等の就業支援と雇用の拡大  

 

③ 次世代産業・先端産業の振興、農林水産業の振興  
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・圏央道以北地域などへの産業地誘導 

   ・新規就農者の確保と農業法人など経営力ある優れた経営体の育成 

   ・優良農地の確保と担い手への利用集積の促進 

・スマート農業技術の開発・実証・普及 

・スマート林業技術の導入・普及 

   ・農林水産物の生産力強化やブランド化、農業の 6 次産業化の支援  等 

    

 

 

 

 

   本県の中小企業のイノベーション支援や販路拡大支援、創業支援などを通じて、新たな取組への

チャレンジを支援するとともに、観光の成長産業化などにより、雇用の創出につなげていく。 

 

   ・経営革新に取り組む企業の拡大と支援 

   ・埼玉発スタートアップの成長支援 

   ・中小企業の事業承継への支援 

   ・海外への展開を目指す企業の支援 

   ・中小企業に対する金融支援 

   ・大学等との連携による中小企業のニーズに対応した在職者のスキルアップ支援 

   ・商店街の振興と活性化支援 

   ・中小企業の販路拡大・開拓に向けた支援 

   ・SDGs を推進する企業の取組の支援 

   ・外国人観光客の来訪促進や受入体制の充実 

   ・観光振興を担う人材育成やおもてなし力の向上 

   ・近県と連携した観光施策の展開  等 

 

 

 

 

   本県の基幹産業である製造業をはじめ、サービス産業や観光振興を担う人材の確保・育成を支援

する。 

   ・高等技術専門校における職業訓練の実施 

   ・民間を活用した介護などサービス分野を中心とした職業訓練の推進 

   ・専門高校による産業教育の充実 

   ・テレワークなど柔軟な働き方の推進【再掲】  等

④ 県内中小企業の支援、サービス産業の振興  

 

⑤ 産業人材の確保・育成  
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 就業率 62.2%（令和 11 年） ［現状値］62.2%（令和 5 年） 

 

 女性（30～39 歳、40～49 歳）の就業率 

    30～39 歳 79.0%、40～49 歳 81.1%（令和 11 年） 

［現状値］30～39 歳 75.7%、40～49 歳 78.5%（令和 5 年） 

 

 経営革新支援、先端産業支援及び企業誘致による付加価値創出額 

 1 兆 1,687 億円（令和 11 年度） 

 

 

   

   ◆多様な働き方実践企業の認定数 延べ 4,800 社（令和 11 年度末） 

［現状値］3,977 社（令和 5 年度末） 

 

    ◆保育所等受入枠 156,757 人（令和 11 年度末） 

［現状値］149,468 人（令和 5 年度末） 

 

   ◆民間企業の障害者雇用率 法定雇用率以上（令和 11 年） 

［現状値］2.47%（令和 6 年） 

 

◆新規の企業立地件数 累計 250 件（令和 7 年度～11 年度） 

 

 

   ◆農業法人数 1,740 法人（令和 11 年度末） 

［現状値］1,381 法人（令和 5 年度末） 

 

   ◆新規就農者数 330 人（令和 11 年度） 

［現状値］330 人（令和 5 年度） 

 

   ◆農家一戸当たり生産農業所得 2,025,000 円（令和 11 年度） 

［現状値］1,284,893 円（令和 5 年度） 

 

   ◆サービス分野に関する経営革新計画を策定した中小企業の数 9,500 社（令和 11 年度末） 

［現状値］6,580 社（令和 5 年度末） 

 

   ◆外国人観光客数 115 万人（令和 11 年） 

［現状値］79 万人（令和 5 年） 

<重要業績評価指標（KPI）> 

基本指標 
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   ◆おもてなし通訳案内士数 985 人（令和 11 年度末） 

［現状値］865 人（令和 5 年度末） 

 

   ◆県内雇用者の創出数 累計 97,000 人（令和 7 年～11 年） 

 

 

   ◆女性キャリアセンターを活用した就職者数 2,000 人（令和 11 年度） 

［現状値］1,997 人（令和 5 年度） 

 

   ◆埼玉しごとセンターを活用した就職者数 

      ａ 30 代女性  410 人（令和 11 年度） 

      ｂ 全就職者（a を含む。） 3,500 人（令和 11 年度） 

             ［現状値］ a 30 代女性  401 人（令和 5 年度） 

 b 全就職者（a を含む。）  3,439 人（令和 5 年度） 
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○ 埼玉県からの人材の流出の減少 

 

 本県からの人材の流出を減少させるためには、就業等をきっかけに東京都区部等に転出する 10

代後半から 20 代前半の世代を中心に、人材の流れを変える必要がある。令和 6 年 3 月現在、県

内高等学校（国立、公立、私立の全日制・定時制）の卒業生の 33.6%が県外に就職している状況

にある。 

 このため、若者に中小企業を中心とする県内企業の魅力の PR や県内企業とのマッチング等のき

め細かな就業支援を行うなどの対策を進める。 

 

○ 埼玉県への人の誘導 

 

 本県には、子育て世代を中心として主に東京都区部から多くの転入がある。これは交通網や生活

インフラが整備され、みどりや川の自然環境に恵まれている、広い住居が確保できるなどの住環境

の良さが魅力となっていると考えられる。 

 こうした子育て世代の流入を更に拡大するため、多様な保育サービスの提供、三世代同居や近居

の推進など子育てしやすいまちづくりを進め、生活環境の魅力を更に向上させる。 

 働き方の見直しに伴う都市部から地方への新たな人の流れを捉えることで、関係人口の創出や移

住・定住につなげ、本県への人材の流れをつくる。 

 また、首都圏という巨大マーケットの中央に位置し、発達した交通網など立地的に恵まれ、近距

離で気軽に旅行できる観光のポテンシャルを有する本県の強みを生かすとともに、多彩で個性豊か

な県内各地域の資源を活用した観光振興により、本県への人の誘導を図る。 

 

【主な施策】 

 

 

   若者と企業のマッチングを図るとともに、若者が安定した仕事につき、適切なキャリアアップが

図られるよう支援を行う。 

 

   ・新卒者などの若年者の就業支援 

   ・大学等と連携した県内企業への若手人材の就業支援・定着促進 

   ・テレワークなど柔軟な働き方の推進【再掲】 

   ・子育て期などにおける短時間勤務制度など多様な働き方の普及【再掲】 

    ・経済団体、企業等と連携した若者等の正規雇用に向けた支援 

   ・経済団体、労働団体等と連携した若者等の処遇改善に向けた支援  等 

① 若年者を中心とした就業支援  

 

基本目標 2 県内への新しいひとの流れをつくる 
        ～東京都区部への一極集中の克服～ 
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   保育所、企業内保育所などの整備や保育サービスの充実を図るとともに、住まいなど子育てしや

すい環境を整備し、安心して子供を生むことや、育てることができるとともに、子育ての喜びを感

じられる社会づくりを進める。 

 

   ・保育所、企業内保育所などの整備等促進【再掲】 

   ・保育士の育成・確保・定着【再掲】 

   ・延長保育や病児保育など多様な保育サービスの提供支援【再掲】 

   ・子育て世帯など住宅確保要配慮者の入居を拒まないセーフティネット住宅等の普及促進 

   ・子供の交通安全を確保する取組の推進 

   ・幅の広い歩道の整備や段差の解消など道路のバリアフリー化の推進 

   ・子供を犯罪から守る活動の推進  等 

 

 

 

 

   魅力ある学校づくりと教育環境の充実推進により、子供の学びを支援するとともに、学校・家庭・

地域等が連携し、多様な教育活動を支援する体制づくりを推進する。 

 

   ・「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善の推進 

   ・コミュニティ・スクール設置の推進 

   ・教育の活性化・特色化を図る魅力ある県立高校づくりの推進 

   ・企業や NPO などの地域と連携・協働した教育の推進 

   ・GIGA スクール構想による ICT 教育の推進  等 

 

 

 

 

   多彩で個性豊かな県内各地域の観光資源を活用し、従来型の観光の枠を越えた本県独自の観光立

県を目指す。国、市町村や民間事業者などと連携し観光客の誘致を進める。また、県内各地域の伝

統行事などの維持・継承を図ることにより本県の魅力を発信する。 

 

   ・戦略的な広報による国内外への埼玉の魅力発信 

   ・SAITAMA リバーサポーターズの活動推進 

   ・市町村や民間事業者などと連携した水辺空間の利活用の促進 

   ・ラグビーワールドカップ 2019、東京 2020 オリンピック・パラリンピックのレガシーを生

かした公園等の利活用 

   ・グルメ・アニメ・歴史・文化芸術・産業などの地域資源を活用した多彩な体験型観光づくり 

   ・グリーン・ツーリズムの支援 

② 子育てに魅力を感じるまちづくりの推進  

 

 

④ 埼玉県の魅力発信と観光の推進  

 

 

③ 教育の充実と地域連携の推進  

 

 

※下線部分は県議会による修正 
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   ・伝統と文化を尊重する教育の推進  等 

 

 

 

 

   移住を希望する子育て世代や高齢者など幅広い世代に本県の良さを知ってもらうため、各市町村

の情報や魅力を一元化して発信するなど、本県への移住につなげるための支援を行う。 

 

   ・子育て世帯等の移住支援 

   ・新規就農者等の移住促進 

   ・空き家の利活用の促進 

   ・職住近接の促進 

   ・関係人口の創出・拡大の取組の支援 

   ・地域おこし協力隊を活用する市町村の支援  等 

 

⑤ 移住の促進  
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 人口の社会増の維持（全年齢） 21,430 人（令和 11 年）  

[現状値] 17,850 人（令和 5 年） 

 人口の社会増の維持（0～14 歳） 2,863 人（令和 11 年） 

[現状値] 2,765 人（令和 5 年） 

 

 

   

   ◆若年者向け就業支援による就職確認者数 累計 7,500 人（令和 7 年度～11 年度） 

 

 

   ◆県内大学新規卒業者に占める不安定雇用者の割合 3.9%（令和 11 年度） 

［現状値］5.4%（令和 5 年度） 

 

   ◆幅の広い歩道の整備延長 1,500km（令和 11 年度末） 

［現状値］1,438.6km（令和 5 年度末） 

 

   ◆SAITAMA リバーサポーターズの個人サポーター数 36,000 人（令和 11 年度末） 

［現状値］17,623 人（令和 5 年度末） 

 

   ◆民間事業者などによる河川空間の利活用件数 27 件（令和 11 年度末） 

［現状値］18 件（令和 5 年度末） 

 

   ◆観光客 1 人当たりの観光消費額（県外からの宿泊客） 36,000 円（令和 11 年） 

［現状値］23,573 円（令和 5 年） 

 

   ◆観光客 1 人当たりの観光消費額（県外からの日帰り客） 10,100 円（令和 11 年） 

［現状値］6,752 円（令和 5 年） 

 

   ◆県内における延べ宿泊者数 6,953 千人泊（令和 11 年） 

［現状値］5,242 千人泊（令和 5 年） 

 

 

 

基本指標 

<重要業績評価指標（KPI）> 
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○ 結婚、妊娠・出産、子育てへの支援 

 

 本県の少子化に歯止めをかけるためには、安心して子供を生むことや、育てることができる環境を整

備することにより、県民それぞれの結婚、妊娠・出産、子育ての希望を実現することが有効と考えられ

る。 

 これまで晩婚化や未婚率の上昇が進んでいるが、社人研の出生動向基本調査（令和３年）によると、

独身でいる最大の理由としては、25～34 歳の男女ともに「適当な相手にめぐり会わない」が 1 位と

なっていることから、結婚を希望している人への出会いの機会づくりの支援などを行う。 

 また、30 代前半の妻が予定する子供の数を実現できない理由としては、年齢や健康上の理由、収入

が不安定、自分や夫の仕事の事情などを挙げている。出産の希望をかなえるとともに、子育てをしやす

い環境づくりを推進するため、子育ての経済的・精神的負担の軽減を図ることや良好な教育環境を確保

すること、仕事と子育てが両立できるよう支援することなどが重要である。具体的には、妊娠・出産・

子育て期にわたる切れ目ない支援を推進する。また、不妊に悩む方への支援、保育士の確保及びこれに

応じた保育所の整備や多様なニーズに応じた保育サービスの提供を推進するとともに、男女ともに働き

方を見直すなど、ワークライフバランスの確立を図る。 

 また、両親に子供 2 人という一般的家庭のモデルを多子世帯に変えるとともに、第 3 子以上を持つ

多子世帯への支援を充実する。 

 さらに、家族の絆を生かした三世代同居・近居への支援を行う。 

 

【主な施策】 

 

 

   結婚を希望している人への出会いの機会づくりの支援を行うとともに、妊娠や出産に不安を抱え

る方、不妊に悩む方への相談や支援を行う。 

    

   ・結婚を希望する未婚者への出会いの機会提供支援 

   ・妊娠、出産、不妊に関する正しい知識の普及啓発 

   ・早期の不妊検査実施への支援 

   ・こども家庭センターを中心とした妊娠、出産、子育てまでの切れ目ない支援や産前・産後の不

安のある方への支援（埼玉版ネウボラ）の充実 

   ・周産期医療体制の充実など安心して出産できる体制の整備  等 

 

 

 

 

   処遇改善の促進により保育士の確保を図るとともに、これに応じた保育所などの整備や多様な保

基本目標 3 県民の結婚、妊娠・出産、子育ての希望をかなえる 
 ～少子社会からの転換～ 

 

② 子育て支援の充実  

 

① 結婚、妊娠・出産への支援  

 

※下線部分は県議会による修正 
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育サービス充実の支援を推進し、ひとり親世帯や生活困窮世帯などの子供への支援を行っていく。

また、就学までワンストップで切れ目ない支援を行う体制の整備を図る。 

 

   ・保育所、企業内保育所などの整備等促進【再掲】 

   ・保育士の育成・確保・定着【再掲】 

   ・延長保育や病児保育など多様な保育サービスの提供支援【再掲】 

   ・放課後児童クラブや放課後子供教室への支援 

   ・幼児期の教育と小学校教育との円滑な接続、親の学習の推進など教育環境の充実 

   ・三世代同居・近居の推進・支援 

   ・子育て世帯など住宅確保要配慮者の入居を拒まないセーフティネット住宅等の普及促進【再掲】 

   ・多子世帯への保育料軽減など子育てへの経済的支援 

   ・社会全体で子育てを応援するムーブメントの醸成 

   ・ひとり親世帯への支援の充実 

   ・こどもの居場所づくり活動等に対する支援 

   ・生活困窮世帯や生活保護世帯の子供への学習支援  等  

 

 

 

 

   男女ともに仕事と生活の調和（ワークライフバランス）の確立を図り、子育てしながら働き続け

られる環境づくりを促進する。 

 

   ・子育て期などにおける短時間勤務制度など多様な働き方の普及【再掲】 

   ・テレワークなど柔軟な働き方の推進【再掲】 

   ・男性の子育て参加支援の推進  等 

 

 

 

 

   若い世代の経済的な安定を図り、結婚、妊娠・出産の希望が実現できる環境を整える。また、非

正規の職に就いている人々に対し、本人の希望に即した形での正規雇用に向けた支援を推進する。 

 

   ・経済団体、企業等と連携した若者等の正規雇用に向けた支援【再掲】 

   ・経済団体、労働団体等と連携した若者等の処遇改善に向けた支援【再掲】 

   ・新卒者、フリーター・ニートなどの若年者の就業支援 

   ・大学等と連携した県内企業への若手人材の就業支援・定着促進【再掲】  等 

 

 

 

 

③ ワークライフバランスの推進  

 

 

④ 若年者の生活安定の支援 
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   ・相談体制の充実 

   ・福祉関係者のみならず、医療、保健、警察、教育など関係機関や地域住民の幅広い協力体制の

充実 

   ・虐待の発生予防、早期発見、早期対応、保護、支援などの体制の充実  等 

⑤ 虐待防止体制の強化  
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 「結婚、妊娠、こども・子育てに温かい社会の実現に向かっている」と思う人の割合 

 70.0%（令和 11 年度） 

[現状値] 21.1%（令和 6 年度） 

 

 

   

    ◆不妊検査助成件数 2,404 件（令和 11 年度） 

［現状値］2,363 件（令和 5 年度） 

 

    ◆保育所等受入枠 156,757 人（令和 11 年度末）【再掲】 

［現状値］149,468 人（令和 5 年度末） 

 

    ◆保育士数 37,682 人（令和 11 年度末） 

［現状値］33,079 人（令和 5 年度末） 

 

    ◆パパ・ママ応援ショップの協賛店舗数 24,000 店（令和 11 年度末） 

［現状値］22,221 店（令和 5 年度末） 

 

    ◆こどもの居場所の数 800 か所以上（令和 11 年度） 

［現状値］734 か所（令和 5 年度） 

 

    ◆生活保護世帯の中学３年生の学習支援事業利用率 60.0%（令和 11 年度） 

［現状値］40.2%（令和 5 年度） 

 

    ◆多様な働き方実践企業の認定数 延べ 4,800 社（令和 11 年度末）【再掲】 

［現状値］3,977 社（令和 5 年度末） 

 

    ◆若年者向け就業支援による就職確認者数 

累計 7,500 人（令和 7 年度～11 年度）【再掲】 

 

 

 

基本指標 

<重要業績評価指標（KPI）> 

※下線部分は県議会による修正 
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○ 健康長寿と医療・福祉サービスの連携・充実 

 

 人生 100 年時代を見据えて、高齢者ができるだけ長い期間、健康で暮らせるようにするととも

に、一人一人のニーズに合った医療、介護などのサービスが切れ目なく提供されることで、いきい

きと過ごすことができる社会をつくっていくことが重要である。このため、健康長寿に取り組む市

町村への支援や在宅での生活を支えるための地域包括ケアシステムの更なる深化、介護施設の整備、

介護人材の確保などを進める。 

 

○ 暮らしやすいまちづくりの推進 

 
 地域において、高齢者世帯が増加してくる中で、高齢者が支障なく日常生活を送ることができる

よう、路線バスをはじめとする地域公共交通を確保する。都市のコンパクト化やインフラ・公共施

設の維持管理・更新等により、住民の利便性を高め質の高いサービスを持続的に提供するとともに、

NPO など多様な主体による共助社会づくりを推進する。 

 また、県と市町村が連携の上、地域が目指すべき将来の方向性や施策を検討し、先進的な取組へ

の支援を行うとともに、地域課題の解決に向け地域間の連携を推進する。 

 

 

 

図 43 埼玉県における健康寿命＊の推移 

 

＊健康寿命…65 歳の人が健康で自立した生活を送ることができる期間、具体的には 65 歳の人が 

要介護 2 以上になるまでの期間 

（埼玉県「埼玉県の健康寿命」を基に作成） 

 

基本目標 4 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る 
       ～異次元の高齢化への挑戦～ 
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図 44 埼玉県の要介護･要支援認定率の推移 

 
             （厚生労働省「介護保険事業状況報告」を基に作成） 

 

【主な施策】 

 

 

   高齢者等ができる限り住み慣れた地域や家庭で安心して暮らせるよう、医療、介護、介護予防、

住まい、生活支援などのサービスを切れ目なく提供できる体制を整備する。 

   

   ・医療・介護の連携促進など地域包括ケアシステムの深化への支援 

   ・特別養護老人ホームなどの整備促進 

   ・サービス付き高齢者向け住宅など高齢者向け住まいの整備促進や高齢者など住宅確保要配慮者

の入居を拒まないセーフティネット住宅等の普及促進 

   ・「生涯活躍のまち」整備支援 

   ・医療・介護を支える専門的人材の育成・確保・定着  

   ・ケアラー支援の推進 

   ・救急医療体制の強化 

   ・地域医療提供体制の確保 

   ・オンライン診療、電子処方箋及びオンライン服薬指導の普及促進 

   ・特殊詐欺などの高齢者を狙った犯罪防止、高齢者の交通事故防止対策の推進  等 

 

 

 

 

   誰もがいつまでも健康を実感しながら、いきいきとした暮らしを送れるよう、市町村や民間団体

とともに健康長寿に取り組む。 

① 高齢者等が安心して暮らせる社会づくり  

 

② 生涯を通じた健康の確保  
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   ・健康長寿に取り組む市町村への支援 

   ・健康診査・保健指導など生活習慣病を予防する取組の支援 

   ・各市町村が進める介護予防の取組への支援 

   ・子供から高齢者まで誰もが気軽にスポーツに親しめる機会と場の確保  等 

 

 

 

 

   誰もが快適で暮らしやすいまちづくりに向け、高齢者や障害者をはじめ全ての人の日常生活を支

える地域交通の確保やバリアフリー化を推進する。また、高齢化に対応した住宅施策を推進する。 

 

   ・超少子高齢社会の諸課題に対応する埼玉版スーパー・シティプロジェクト＊1 の推進 

   ・生活交通を支える路線バスの維持・確保支援 

   ・エレベーターの設置など安全で快適な鉄道駅の整備等支援 

   ・幅の広い歩道の整備や段差の解消など道路のバリアフリー化の推進【再掲】 

   ・都市のコンパクト化への支援と周辺等の交通ネットワーク形成の促進 

   ・あと数マイル・プロジェクト＊2 の推進 

   ・「小さな拠点」づくりの整備支援 

   ・インフラ・公共施設の戦略的な維持管理・更新等の推進 

   ・県営住宅団地への高齢者支援施設の導入など団地再生の推進 

   ・分譲マンションの管理の適正化 

   ・空き家の利活用の促進【再掲】  等 

 

＊1 埼玉版スーパー・シティプロジェクトとは 

  コンパクト（必要な機能が集積しゆとりある魅力的な拠点を構築）、スマート（新たな技術の活用等によ

る先進的な共助の実現）、レジリエント（誰もが暮らし続けられる持続可能な地域を形成）の要素を踏まえ

たまちづくりに市町村や民間企業等と共に取り組むもの 

 

＊2 あと数マイル・プロジェクトとは 

  将来の人口・需要や新たな技術の動向等を十分に把握した上で、公共交通及び道路網の更なる利便性向上

策について、これまでの経緯等も踏まえつつ検討し、限られた予算の中で、県境路線を含めた効果の高い部

分について、重点的に整備を進めるもの 

 

 

 

 

   多様な主体による共助の連携、協働を促進するため、ボランティアやソーシャルビジネスの立ち

上げを学ぶ場を提供し、高齢者が社会で活躍できるよう支援するとともに、県と市町村との連携や

地域間連携を支援し、超少子高齢社会などから生じる地域の課題解決に向けた取組を推進する。 

 

③ 誰もが快適で暮らしやすいまちづくり 

 

④ 共助社会づくりと地域連携の推進  
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   ・高齢者のリカレント教育機会の提供 

   ・コミュニティ活動の促進 

   ・外国人住民の地域活動の参加促進 

   ・外国人の日本語学習及び日本文化理解の促進 

   ・自主防犯活動への支援 

   ・自主防災組織の強化や地域における防災関係機関の連携強化 

   ・NPO や大学との連携による地域づくりの推進 

   ・生活困窮世帯や生活保護世帯の子供への学習支援【再掲】 

   ・GIGA スクール構想による ICT 教育の推進【再掲】 

   ・県と市町村の連携による地域課題への対策の推進（地域の未来を考える政策プロジェクト会議） 

   ・市町村の先進的な超少子高齢化対策への支援（ふるさと創造資金の活用） 

   ・地方都市の拠点形成や定住自立圏などまちづくりにおける地域連携の推進  等 
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 健康寿命 男性 18.83 年、女性 21.58 年（令和 11 年） 

[現状値]男性 18.12 年、女性 21.03 年（令和 4 年） 

 

 75～79 歳の要介護認定率 10.9％未満（令和 11 年） [現状値] 10.9％（令和５年） 

 

 

 

   ◆特別養護老人ホームの整備 45,700 人分（令和 11 年度末） 

［現状値］39,567 人分（令和 5 年度末） 

 

   ◆サービス付き高齢者向け住宅の供給戸数 18,600 戸（令和 11 年度末） 

［現状値］18,308 戸（令和 5 年度末） 

 

   ◆介護職員数 130,000 人（令和 11 年度） 

［現状値］97,852 人（令和 5 年度） 

 

   ◆ケアラー支援を担う福祉・教育部門の人材育成数  

累計 7,000 人（令和 7 年度～11 年度） 

 

   ◆重症救急搬送患者の医療機関への受入照会が 4 回以上となってしまう割合  

2.4%（令和 11 年） 

［現状値］11.0％（令和 4 年） 

 

   ◆人口千人当たりの刑法犯認知件数 5.4 件（令和 11 年） 

［現状値］6.8 件（令和 5 年） 

 

   ◆みんなで健康マイスターの養成数 164,000 人（令和 11 年度末） 

［現状値］110,164 人（令和 5 年度末） 

 

   ◆埼玉版スーパー・シティプロジェクトに取り組む市町村数 63 市町村（令和 8 年度末） 

［現状値］46 市町村（令和 5 年度末） 

 

   ◆地域公共交通計画の策定市町村数 48 市町村（令和 11 年度末） 

［現状値］33 市町村（令和 5 年度末） 

基本指標 

<重要業績評価指標（KPI）> 
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   ◆県内ノンステップバス導入率 95.0％（令和 11 年度末） 

［現状値］85.9%（令和 5 年度末） 

 

   ◆幅の広い歩道の整備延長 1,500km（令和 11 年度末）【再掲】 

［現状値］1,438.6km（令和 5 年度末） 

 

   ◆地域社会活動に参加している 65 歳以上の県民の割合 50.0%（令和 11 年度） 

［現状値］41.4%（令和 6 年度） 

 

   ◆地域社会活動に参加している県民の割合 41.5%（令和 11 年度） 

［現状値］38.2%（令和 6 年度） 

 

   ◆自主防犯活動が実施されている地域の割合 90%（令和 11 年度） 

［現状値］86%（令和 5 年度） 

 

   ◆自主防災組織で防災知識の啓発活動を実施した割合 92.0%（令和 11 年度末） 

［現状値］46.3%（令和 4 年度末） 

 

   ◆ふるさと創造資金（地域づくり関連）の交付件数 60 件（令和 11 年度） 

［現状値］44 件（令和 5 年度）   
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○まち・ひと・しごと創生のカギとなるＤＸの推進 

 

 人口減少や急速な高齢化の進行に伴い、社会の担い手不足が懸念される中、多様化する県民のニ

ーズに的確に対応し、地域の活力を高めていくには、デジタルの力を活用し、質の高いサービスを

創造するＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）を推進することが重要となる。 

 デジタル技術やデータを活用して社会の中の様々なニーズを的確に把握し、新たなサービスや製

品、ビジネスモデル等を創出することにより、人口減少下においても地域の活力を維持し、持続的

に発展する社会を築くことが可能となる。 

 こうしたＤＸの取組を、県のみならず社会の様々な主体が推進することにより、真に豊かで便利

な、誰ひとり取り残さない社会を築いていく。 

 

○行政の生産性向上と便利で質の高い県民サービスの実現 

 

 限りある予算や人材等のリソースを最大限有効に活用し、様々な社会課題を効果的に解決してい

くには、デジタルを前提に従来の仕事のやり方を根本から見直し、行政の生産性を高めていくこと

が重要となる。このため、県政各現場における業務（タスク）のうち、機械に任せることができる

タスクはデジタルを活用して自動化・省力化を進め、機械には代替できない創造的な業務や、きめ

細かいサービスに職員の力を振り向け、生産性を高めていく TX（タスク・トランスフォーメーシ

ョン）を推進する。また、業務効率化で生み出した時間を職員のスキルアップに充てることにより、

県民に寄り添った質の高いサービスの創出につなげていく。 

 また、県民生活をより便利で豊かなものにするため、「いつでも」「どこでも」「誰でも」手軽に

利用できる行政サービスの実現に向け、申請手続のオンライン化やキャッシュレス化等の推進とと

もに、ワンストップ・ワンスオンリーサービス化や誰でも操作しやすいシステムの構築など、利用

者の目線に立ったサービス改善に取り組む。 

 さらに、県民一人一人がニーズに合った最適なサービスを利用できるよう、自分の求めるサービ

スや情報を探しやすい機能の強化、県民にとって価値のあるデータの拡充、任意のデータを組み合

わせて利用・加工できるサービスの提供などに努める。 

 なお、申請手続のオンライン化やデータの連携・活用に当たっては、国や市町村、関係団体や事

業者等との連携が重要であることから、県におけるデジタル化の実践経験等を生かしつつ、国への

要望や市町村等への働きかけ、支援に取り組む。 

 

○デジタル活用による様々な事業活動の活性化 

 

 製造・サービス・建設・農業など社会の様々な分野の事業活動をデジタルで効率化するとともに、

新たな製品・サービスやビジネスモデルの創造、柔軟な働き方の実現を通じて、多彩で魅力ある雇

用の場を創出し、地域の活力を高めていく。 

基本目標 5 デジタルの力を活用してまち・ひと・しごと創生を 

加速化・深化させる  ～社会全体のＤＸ実現に向けて～ 
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 各事業者のニーズや課題等に応じたきめ細かいＤＸ支援を行うため、専門家による伴走支援やデ

ジタル人材の育成、現場の課題を解決するソリューションを有するＩＴ企業とのマッチング等に官

民が連携して取り組むとともに、ビジネスに様々なデータを有効活用できるよう、県等が保有する

情報のオープンデータ化を推進する。 

 

 

【主な施策】 

 

 

   ＴＸにより行政の生産性を高めるとともに、行政手続のオンライン化や各種システムの操作性向

上など、利用者目線に立ったサービスの改善を進め、県民一人一人のニーズに合った最適なサービ

スの提供に向けて、オープンデータの拡充やサービスメニュー・コンテンツの充実を図る。 

    

・ＴＸの推進 

・ＴＸを推進するデジタル人材の育成・確保 

・生成ＡＩやノーコードツール等を活用した業務効率の向上 

・行政手続の総合的なオンライン化の推進 

・マイナンバーカードの利活用の促進 

・様々な研修やデジタル化の実践を通じた計画的なデジタル人材の育成 

・メタバース空間を活用した多様なサービスの提供 

・オープンデータの活用を促進するためのデータ拡充と普及啓発活動の実施 

・全庁 GIS サービスによる地図データの一元的発信やユーザビリティの向上 

・市町村における DX の取組支援 

・市町村等と連携したデジタルデバイド対策の推進 

・都市のコンパクト化への支援と周辺等の交通ネットワーク形成の促進【再掲】 

・デジタル技術を活用したエネルギーの効率的な利用の促進 

・障害者の IＣT の利用機会や活用能力の向上 

・音声認識システムを活用した記録作成による児童虐待相談対応の向上 

・ＧＩＧＡスクール構想によるＩＣＴ教育の推進【再掲】  等 

 

 

 

 

 業種や規模により異なるデジタル化の課題や様々なＤＸニーズに対応するため、国・市、各種

支援機関等と連携したＤＸ総合的支援をはじめ、業種ごとの課題に応じた支援メニューの充実、

デジタル人材の確保・育成事業、デジタルを活用した働き方改革、デジタルに活用できるデータ

の充実等に取り組む。 

 

・事業活動におけるＡＩ・ＩoＴ・ロボット等のデジタル技術の活用等支援 

・中小製造業やサービス産業など規模や業種に応じたデジタル化の支援 

① デジタルを活用した生産性の向上と便利で質の高い県民サービスの実現 

② デジタルを活用した事業活動の効率化や新たなビジネスの創出 
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・行政や金融機関など関係機関のネットワーク化による県内事業者 DX への総合的支援 

・プロフェッショナル人材戦略拠点＊の設置・活用 

・介護施設における業務効率化のためのシステム導入支援 

・保育所等の経営者・管理者を対象とした研修によるＩＣＴ導入及び活用促進 

・看護業務改善を目指す病院へのＩＣＴ導入支援 

・センシング技術等の活用による病害虫対策、鳥獣害対策 

・スマート農業技術の開発・実証・普及【再掲】 

・スマート林業技術の導入・普及【再掲】 

・デジタル技術を活用できる人材の育成 

・女性の就業・キャリアアップのワンストップ支援【再掲】 

・高等技術専門校における職業訓練の実施【再掲】 

・テレワークなど柔軟な働き方の推進【再掲】 

・ＩＣＴ活用工事等３Ｄデータを活用した工事の拡大 

・各種インフラデータなど事業活動に役立つオープンデータの提供拡大 

・公共事業の建設生産プロセスに活用する３次元点群データの収集 

・３Ｄ都市モデルの整備  等 

 

＊ 埼玉県プロフェッショナル人材戦略拠点とは 

 県内中堅・中小企業の経営革新を促進するため、埼玉県が（公財）埼玉県産業振興公社に設置。成長戦略

実現に必要な「即戦力人材＝プロフェッショナル人材」を採用できるよう、民間人材紹介会社と連携しなが

らコーディネーターが伴走型で支援している。 
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 県行政手続のオンライン利用率 65.0%（令和 11 年度） 

［現状値］36.0%（令和 5 年度） 

 

   

 

   ◆ＴＸ推進リーダーの育成数 1,200 人（令和 11 年度末） 

［現状値］ 0 人（令和 5 年度末） 

 

   ◆ＴＸで効率化した業務の数 2,000 件（令和 11 年度末） 

［現状値］ 0 件（令和 5 年度末） 

 

   ◆全庁共通メタバース空間で実施するサービス数 35 件（令和 11 年度末） 

［現状値］ 0 件（令和 5 年度末） 

 

   ◆全庁ＧＩＳ基盤に搭載する地図データ数 118 件（令和 11 年度末） 

［現状値］ 16 件（令和 5 年度末） 

 

   ◆オープンデータ公開数 1,400 データ（令和 11 年度末） 

［現状値］ 986 データ（令和 5 年度末） 

 

   ◆新たなモビリティサービスに係る取組の実施数 32 件（令和 11 年度末） 

［現状値］ 15 件（令和 5 年度末） 

 

   ◆児童虐待相談対応における音声認識システムによる記録作成の割合 

                          60％（令和 11 年度末） 

［現状値］ 25.5％（令和 5 年度末） 

 

   ◆プロフェッショナル人材戦略拠点を活用したＤＸ人材の確保件数 100 件（令和 11 年度） 

［現状値］ 90 件（令和 5 年度） 

 

   ◆介護施設の介護記録請求システム導入率 100％（令和 11 年度末） 

［現状値］ 51％（令和 5 年度末） 

 

基本指標 

<重要業績評価指標（KPI）> 
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   ◆保育所等の経営者・管理者を対象とした研修において、ICT 導入及び活用促進を図った保育

所等の数 990 か所（令和 11 年度） 

［現状値］ 330 か所（令和 5 年度） 

 

   ◆ICT 導入による看護業務改善を実施するモデル施設数 20 施設（令和 11 年度） 

［現状値］ 0 施設（令和 5 年度） 

 

   ◆女性キャリアセンターを活用した就職者数 2,000 人（令和 11 年度）【再掲】 

［現状値］ 1,997 人（令和 5 年度） 

 

   ◆県の職業訓練によるデジタル人材、産業人材育成数 

累計 40,000 人（令和 7 年度～11 年度） 

 

   ◆３Ｄ都市モデルの整備市町村数（累計） 63 市町村（令和 11 年度末） 

［現状値］ 13 市町村（令和 5 年度末） 
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5 地域の特徴に基づく重点課題・施策（参考） 

 

 埼玉県には、首都に隣接し人口増加が続く地域や、郊外に市街地が点在し都市と田園が共存して

いる地域、そして豊かな自然に包まれた魅力的な環境にありつつも人口減少や高齢化が進んでいる

地域もある。 

これが日本の縮図とも呼ばれる本県の姿であり、地域の多彩さが本県の活力を生み出していると

言える。 

今後、人口減少、異次元の高齢化が進む中、地域の人口動態をはじめとする社会経済の動向を踏

まえた施策展開を行うことで、本計画に掲げる 2040 年を見据えた将来像や基本目標別の各施策

をより一層効果的に実現していくことが可能になる。 

また、各地域の市町村などと連携し、産業、自然、文化など特徴的な資源や環境を生かし、創意

工夫して個性豊かで多彩な地域づくりに取り組むことが重要である。 

このため、各地域の特性や現状を踏まえ、地域ごとに異なる課題に対して、「地域づくりの方向

性」や「主な取組」を示す。 

 

10 地域区分  

地域の特性と課題を踏まえながら、市町村などと連携した地域づくりを推進するための単位とし

て、県民の生活圏としての一体性など広域的なまとまりに基づき、主に次の観点から 10 の地域に

区分した。 

 

①日常生活圏のまとまり 

地域を単位として、施策を円滑にまとまりのある形で推進するためには、県民の生活圏と

しての一体性があることが大切である。このため、通勤・通学や通院といった生活圏として

の一体性がある市町村を同じ地域に区分した。 

 

 ②鉄道・道路の交通軸 

 経済活動などは鉄道・道路などに沿って活発化し、また鉄道沿線などは県民の持つ地域の一

体感にも影響するため、交通軸に配慮した地域区分とした。なお、本県は都心から放射状に延

びる鉄道・道路に沿って発展してきたため、既存の人の流れは都心からの放射方向が大きくな

っている。  

 

③行政機関のまとまり 

 行政施策の推進やこれまでの地域づくりの成果を継承するため、地域機関などの所管区域や

市町村の広域連携の状況などを踏まえた地域区分としている。 
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10 地域区分の構成市町村 

10 地域 構成市町村 

南部 川口市、蕨市、戸田市 

南西部 朝霞市、志木市、和光市、新座市、富士見市、ふじみ野市、三芳町 

東部 春日部市、草加市、越谷市、八潮市、三郷市、吉川市、松伏町 

さいたま さいたま市 

県央 鴻巣市、上尾市、桶川市、北本市、伊奈町 

川越比企 
川越市、東松山市、坂戸市、鶴ヶ島市、毛呂山町、越生町、滑川町、 

嵐山町、小川町、川島町、吉見町、鳩山町、ときがわ町、東秩父村 

西部 所沢市、飯能市、狭山市、入間市、日高市 

利根 
行田市、加須市、羽生市、久喜市、蓮田市、幸手市、白岡市、宮代町、 

杉戸町 

北部 熊谷市、本庄市、深谷市、美里町、神川町、上里町、寄居町 

秩父 秩父市、横瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿野町 
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【地域の概要】 

 都心から10〜20km圏、荒川を挟んで東京都と接する県の南端にあり、地域の大半を占

める荒川低地に市街地が広がっている。江戸時代には、川口や蕨は日光御成道や中山道の

宿場町として栄え、また、荒川に面する戸田には「戸田の渡船場」が設けられ交通の要衝

として発展した。荒川や芝川から良質の粘土や砂が採取されたことから、鍋・釜などを中

心とした鋳物産業が盛んになったほか、植木の産地としても有名になるなど多様な産業が

発達した。 

明治以降、鋳物産業に端を発した機械・金属製造業が増加するとともに、現在ではこの

ほかにも印刷、食品製造業、物流などの事業所が立地している。地域内をJR京浜東北線・

武蔵野線・埼京線、埼玉高速鉄道線が走り、首都高速道路（首都高）、東北道、外環道、

国道17号・122号・298号が広域的な交通網を形成している。マンションや大型商業施

設が多く立地するなど都市化が進んでいる一方で、荒川や芝川などの河川空間、屋敷林や

社寺林、植木畑などのゆとりある緑地空間も残っている。 

 

【地域の現状と課題】 

この地域は、人口81万人（2020年（令和2年））、県人口の11.0%を占めると推計さ

れており、20代の転入超過数が多いことが特徴である。低地に密集した市街地が広がって

いるため、地震や台風などに備えた防災・治水対策を強化することが求められる。 

高齢化率（2020年（令和2年））は県内で最も低くなっているが、2040年（令和22

年）までの間に、地域人口に占める75歳以上の後期高齢者の割合は2.6ポイント増加し約

14%に達する見込みである。合計特殊出生率（2019年（令和元年））は県内で中位の水

準である。20代の転入超過数（2020年（令和２年））はさいたま地域に次いで多く、こ

の世代が結婚後も住み続けられるような地域の魅力づくりが必要となる。 

近年増加している外国人住民との多文化共生社会づくりや、活気のある水辺空間の創出

による快適で美しいまちづくりが期待されている。機械・金属などの製造業や印刷関連と

いったものづくりの企業が集積している地域であり、中小企業の経営・技術力の継承・強

化、デジタルトランスフォーメーション（DX）による生産性向上などを支援し、地域経済

の活性化を図ることが求められる。 

 

【地域づくりの方向性】 

低地に密集した市街地が広がるこの地域では、首都直下地震や台風などの災害に備え、

国道122号及び298号などの道路啓開体制の強化や芝川などの河川改修を行うとともに、

災害時の避難体制の強化などを進め、地域のレジリエンスを高める。 

地域の医療機関や介護事業所との連携を支援し、高齢者が在宅で療養できる体制を構築

 南部地域 川口市、蕨市、戸田市 
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することで、高齢者の地域での安心な暮らしを確保する。 

待機児童の解消に向けて保育所などの整備を促進するとともに、子育てしやすい住環境

の整備を進める。知的障害特別支援学校の児童生徒数は引き続き増加傾向にあるため、過

密解消に向けた整備を行う。 

埼玉しごとセンターとハローワーク川口の連携による高齢者の就業支援を行う。 

また、セミナーや相談などによる一人一人の状況に応じた就業支援や、キャリア形成も

含めた働く女性へのワンストップの支援を行うとともに 、発達障害者就労支援センター

（ジョブセンター川口）で就労を希望する発達障害者への支援を行う。埼玉未来大学にお

いて、高齢者が社会で活躍できるよう支援を行う。 

プロ・トップスポーツチーム（ソフトボールなど）との連携をはじめとし、子供から高

齢者までスポーツに親しめる機会の充実を図る。 

 アクセス性を高める道路の整備により、地域の社会基盤としての価値を高める。また、

大学、研究機関との連携による新技術・新製品の開発支援やベンチャー企業への支援など

を通して中小企業の競争力を高めるとともに、SKIPシティを活用した映像関連産業の振興

を通じ、地域の「稼げる力」を向上させる。 

また、潤いのある豊かな都市空間の実現に向けて、見沼田圃の保全・活用などを進める

とともに、地元自治体や民間事業者など多様な主体と連携した身近な緑地の整備・保全や

自然公園の保全を行う。 

このほか、花植木など地域の特徴を生かした生産振興を進め、農業の収益力を高める。 

 

【主な取組】 
 

〈子育て環境の整備（基本目標 2・3 関連）〉  

 ○子育てに魅力を感じるまちづくりの推進・子育て支援の充実  

  ・保育所、企業内保育所などの整備等促進  

  ・延長保育や病児保育など多様な保育サービスの提供支援  

  ・子育て世帯など住宅確保要配慮者の入居を拒まないセーフティネット住宅等の普及促

進  

  ・放課後児童クラブや放課後子供教室への支援   等  

 

〈急速な高齢化への対応（基本目標 1・4 関連）〉  

 ○高齢者等の就業支援と雇用の拡大  

  ・中高年齢者の再就職活動の支援  

  ・市町村のシルバー人材センターとの連携強化   等  

 ○高齢者等が安心して暮らせる社会づくり  

  ・医療・介護の連携促進など地域包括ケアシステムの深化への支援  

  ・サービス付き高齢者向け住宅など高齢者向け住まいの整備促進や高齢者など住宅確保

要配慮者の入居を拒まないセーフティネット住宅等の普及促進   等  

 ○共助社会づくりと地域連携の推進   

  ・コミュニティ活動の促進   等  
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〈雇用を創出するための産業の育成（基本目標 1 関連）〉  

 ○次世代産業・先端産業の振興、農林水産業の振興  

  ・産学連携による研究開発、企業の新技術・製品化開発の支援   等  

 ○県内中小企業の支援、サービス産業の振興  

  ・経営革新に取り組む企業の拡大と支援  

  ・中小企業の事業承継への支援  

  ・中小企業に対する金融支援   等  

 

〈デジタルを活用したまち・ひと・しごと創生（基本目標５関連）〉  

 ○デジタルを活用した生産性の向上と便利で質の高い県民サービスの実現 

  ・行政手続の総合的なオンライン化の推進 

  ・マイナンバーカードの利活用の促進 

  ・デジタルデバイド対策の推進  等 

 ○デジタルを活用した事業活動の効率化や新たなビジネスの創出 

  ・行政や金融機関など関係機関のネットワーク化による県内事業者 DX への総合的支援 

  ・事業活動における AI・IoT・ロボット等のデジタル技術の活用等支援    等  
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【地域の概要】 

 東京都と隣接した県の南端にあり、都心から20〜30km圏に位置している。地域のほと

んどが武蔵野台地など台地の上にある。荒川や新河岸川などの河川が流れ、荒川沿いには

低地が広がっている。 

和光、朝霞、新座、ふじみ野は川越街道の宿場町として、志木、富士見、ふじみ野は新

河岸川の舟運によって栄えた。 

また、かつて野火止台地では水の確保が困難であったが、江戸時代に野火止用水が開削

されてから新田開発が進んだ。短冊状の地割が特徴の三富新田を中心とする三富地域に伝

わる「武蔵野の落ち葉堆肥農法」は日本農業遺産に認定され、さらに2023年（令和５年）

には関東地方初の世界農業遺産にも認定された。 

大正以降、鉄道の開通とともに駅を中心に新たな市街地が形成され、高度経済成長期に

は大規模な住宅団地の建設や宅地化が進み、人口が急増した。現在も、商業施設や保育施

設との複合型集合住宅が開発されているほか、研究機関や大学、国の機関などが多く立地

している。 

地域内は外環道や関越道、国道254号・463号などにより、広域的な道路網が形成され

ている。地域の東西南北をJR武蔵野線、東武東上線が結び、2013年（平成25年）には

東武東上線と東急東横線、横浜高速鉄道みなとみらい線の東京メトロ副都心線による相互

直通運転が開始された。 

【地域の現状と課題】 

この地域は、人口73万人（2020年（令和2年））、県人口の9.9%を占めると推計さ

れており、10代から30代の転入超過数が多いことが特徴である。 

浸水被害の軽減など、災害に強い安全な都市空間を形成するため、防災・治水対策が求

められる。 

高齢化率（2020年（令和2年））は県平均より低くなっているが、2040年（令和22

年）までの間に、地域人口に占める75歳以上の後期高齢者の割合は3.2ポイント増加し約

15%に達する見込みである。 

合計特殊出生率（2019年（令和元年））は県内でさいたま地域に次いで高くなってい

る。子育て世帯の多い30代の転入超過数（2020年（令和2年））も多く、子育て環境の

一層の充実が必要である。 

東京2020オリンピック・パラリンピックでは射撃競技が開催されたことから、レガシ

ーを生かした地域活性化を図っていくことが期待されている。このほか、米軍基地跡地の

活用や幹線道路網の強化などを進めることが求められる。 

理化学研究所などの研究機関や大学が立地する利点を生かし、新たな製品・技術の開発

や産学官連携による成長産業の育成などを促進し、その効果を県全体に波及させることが

必要である。 

 南西部地域 朝霞市、志木市、和光市、新座市、富士見市、ふじみ野市、三芳町 
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【地域づくりの方向性】 

首都直下地震や台風などの災害に備え、国道254号及び298号などの道路啓開体制の強

化や新河岸川などの河川改修を行うとともに、災害時の避難体制の強化などを進め、地域

のレジリエンスを高める。 

地域の医療機関や介護事業所との連携を支援し、高齢者が在宅で療養できる体制を構築

することで、高齢者の地域での安心な暮らしを確保する。 

待機児童の解消に向けて保育所などの整備を促進するとともに、放課後の安心・安全な

居場所づくりや、子育てしやすい住環境の整備を進める。 

地域の特色に応じた高齢者の健康づくりの取組を推進するとともに、埼玉しごとサポー

ト（川越・所沢）とハローワーク朝霞の連携による高齢者の就業支援を行う。また、セミ

ナーや相談などによる一人一人の状況に応じた就業支援や、 キャリア形成も含めた働く女

性へのワンストップの支援を行う。 

プロ・トップスポーツチーム（ハンドボールなど）との連携をはじめとし、子供から高

齢者までスポーツに親しめる機会の充実を図る。 

東京12号線（大江戸線）延伸に向けた検討などアクセス性を高める道路の整備により、

地域の社会基盤としての価値を向上させるとともに、米軍基地跡地については地域の意向

に沿った利用がなされるよう支援する。 

大学、研究機関との連携による新技術・新製品の開発支援やベンチャー企業への支援な

どを通して中小企業の競争力を高め、地域の「稼げる力」を向上させる。 

潤いのある豊かな都市空間の実現に向けて、地元自治体や民間事業者など多様な主体と

連携した身近な緑地の整備・保全を行う。 

このほか、さつまいも、ほうれんそう、にんじんなど地域の特徴を生かした生産振興を

進め、農業の収益力を高める。 

 

【主な取組】 
 

〈子育て環境の整備（基本目標 2・3 関連）〉  

 ○子育てに魅力を感じるまちづくりの推進・子育て支援の充実  

  ・保育所、企業内保育所などの整備等促進  

  ・延長保育や病児保育など多様な保育サービスの提供支援  

  ・子育て世帯など住宅確保要配慮者の入居を拒まないセーフティネット住宅等の普及促

進  

  ・放課後児童クラブや放課後子供教室への支援   等  

 

〈地域への愛着醸成（基本目標 4 関連）〉  

 ○共助社会づくりと地域連携の推進   

  ・コミュニティ活動の促進   等  
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〈急速な高齢化への対応（基本目標 1・4 関連）〉  

 ○高齢者等の就業支援と雇用の拡大  

  ・中高年齢者の再就職活動の支援  

  ・市町村のシルバー人材センターとの連携強化   等  

 ○高齢者等が安心して暮らせる社会づくり  

  ・医療・介護の連携促進など地域包括ケアシステムの深化への支援  

  ・サービス付き高齢者向け住宅など高齢者向け住まいの整備促進や高齢者など住宅確保

要配慮者の入居を拒まないセーフティネット住宅等の普及促進   等  

 

 〈大学等との連携による起業・創業の支援（基本目標 1 関連）〉  

 ○起業・創業支援   

  ・大学、理化学研究所、企業、行政等の連携体制の構築と情報の発信   等 

 

 〈交通アクセスの良さを生かした雇用創出と定住促進（基本目標 1・2 関連）〉  

 ○雇用創出  

  ・徹底した企業誘致による雇用創出   等 

 ○定住促進  

  ・住環境整備支援による転入者の地域への定住促進   等 

 

〈デジタルを活用したまち・ひと・しごと創生（基本目標５関連）〉  

 ○デジタルを活用した生産性の向上と便利で質の高い県民サービスの実現 

  ・行政手続の総合的なオンライン化の推進 

  ・マイナンバーカードの利活用の促進 

  ・都市のコンパクト化への支援と周辺等の交通ネットワーク形成の促進 

  ・デジタルデバイド対策の推進   等  

 ○デジタルを活用した事業活動の効率化や新たなビジネスの創出 

  ・行政や金融機関など関係機関のネットワーク化による県内事業者 DX への総合的支援 等



 

- 73 - 

 

 

 

 

 

【地域の概要】 

 東京都に隣接し、都心から15〜40km圏に位置している。地域全体に低地が広がり、県

境を流れる江戸川をはじめとして、中川、大落古利根川、綾瀬川などの河川や葛西用水な

どの用水路が縦横に走る豊かな水に恵まれた地域である。 

古くから水田が開拓され稲作の盛んな地域であり、中でも三郷や吉川は、二郷半領と呼

ばれる早場米の産地として知られていた。草加、越谷、春日部は奥州・日光街道の宿場町

としても栄え、中川、綾瀬川などには河岸が置かれて舟運が発達し、米などの集散地とし

て発展した。また、草加のせんべい、春日部の桐たんす、越谷のだるまなどの特産品の産

地でもある。 

明治以降、鉄道の開通とともに新たな市街地が形成され、金属や食料品といった製造業

の集積が進んだ。都心に近接する利便性から、高度経済成長期には草加松原団地などの大

規模団地への入居や宅地の開発も進み人口が急増した。その後、つくばエクスプレスの開

業により交通利便性が更に向上し、大型商業施設の開設、新たな市街地の形成などが相次

いでいる。 

JR武蔵野線、東武伊勢崎線・野田線、つくばエクスプレスが地域の東西南北を結び、

2018年（平成30年）に三郷南ＩＣから千葉県方面に開通した外環道や常磐道、首都高速

三郷線のほか、国道4号・16号などが広域的な交通網を形成している。 

【地域の現状と課題】 

この地域は、人口115万5千人（2020年（令和2年））、県人口の15.7%を占めると

推計されており、20代を中心に多くの世代で転入超過となっている。 

低地に市街地が広がっているため、台風などに対する防災・治水対策を強化することが

求められる。 

高齢化率（2020年（令和2年））は県平均よりわずかに低くなっているが、2040年

（令和22年）までの間に、地域人口に占める75歳以上の後期高齢者の割合は3.7ポイント

増加し約17%に達する見込みである。そのため、在宅医療連携拠点の機能強化など、高齢

者を支える体制の充実が求められる。 

合計特殊出生率（2019年（令和元年））は県内で3番目に高くなっている。子育て世

帯の多い30代の転入超過数 （2020年（令和2年））も多く、子育て環境の一層の充実

が必要である。 

特産農産品や伝統的な名産品、旧日光街道、アニメゆかりの地といった地域資源にも恵

まれており、これらを有効活用し地域の魅力を発信していくことが求められる。 

東埼玉道路などの幹線道路網の強化、安全で快適な都市空間の形成、水辺空間の利活用

や優良な都市景観、大規模商業施設を生かしたにぎわいのあるまちづくりが期待される。 

 

 

 東部地域 春日部市、草加市、越谷市、八潮市、三郷市、吉川市、松伏町 
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 【地域づくりの方向性】 

首都直下地震や台風などの災害に備え、国道4号及び16号などの道路啓開体制の強化や

新方川などの河川改修を行うとともに、災害時の避難体制の強化などを進め、地域のレジ

リエンスを高める。 

地域の医療機関や介護事業所との連携を支援し、高齢者が在宅で療養できる体制を構築

することで、高齢者の地域での安心な暮らしを確保する。 

待機児童の解消に向けて保育所などの整備を促進するとともに、放課後の安心・安全な

居場所づくりや、子育てしやすい住環境の整備を進める。 

地域の特色に応じた高齢者の健康づくりの取組を推進するとともに、埼玉しごとサポー

ト（春日部・草加）や埼玉未来大学において、高齢者が社会で活躍できるよう支援を行う。 

セミナーや相談などによる一人一人の状況に応じた就業支援や、キャリア形成も含めた

働く女性へのワンストップの支援を行うとともに、発達障害者就労支援センター（ジョブ

センター草加）で就労を希望する発達障害者への支援を行う。 

プロ・トップスポーツチーム（バスケットボールなど）との連携をはじめとし、子供か

ら高齢者までスポーツに親しめる機会の充実を図る。 

経済活動を支える基盤となる道路網は、東埼玉道路の整備やスマートインターチェンジ

（三郷料金所）のフル化などによるアクセス改善により充実化されているところだが、さ

らに東京8号線延伸に向けた検討を行い、地域の社会基盤としての価値を高める。加えて、

線路で分断されている市街地の一体化を図る鉄道と道路の立体交差化などを進める。 

また、独創的な技術などにより新たな事業展開を目指すベンチャー企業への支援などを

通して中小企業の競争力を高め、地域の「稼げる力」を向上させる。 

潤いのある豊かな都市空間の実現に向けて、地元自治体や民間事業者など多様な主体と

連携した水辺空間の利活用を行う。 

このほか、担い手への農地の集積・集約化により生産基盤を強化するとともに、こまつ

なや日本なしなど地域の特徴を生かした生産振興を進め、農業の収益力を高める。 

 

【主な取組】 
 

〈急速な高齢化への対応（基本目標 1・4 関連）〉  

 ○高齢者等の就業支援と雇用の拡大  

  ・中高年齢者の再就職活動の支援  

  ・市町村のシルバー人材センターとの連携強化   等  

 ○高齢者等が安心して暮らせる社会づくり  

  ・医療・介護の連携促進など地域包括ケアシステムの深化への支援  

  ・サービス付き高齢者向け住宅など高齢者向け住まいの整備促進や高齢者など住宅確保

要配慮者の入居を拒まないセーフティネット住宅等の普及促進   等  

 

〈新しいまちづくりと子育て環境の整備（基本目標 2・3 関連）〉  

 ○子育てに魅力を感じるまちづくりの推進・子育て支援の充実  
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  ・保育所、企業内保育所などの整備等促進  

  ・延長保育や病児保育など多様な保育サービスの提供支援  

  ・子育て世帯など住宅確保要配慮者の入居を拒まないセーフティネット住宅等の普及促

進  

  ・放課後児童クラブや放課後子供教室への支援   等  

 

〈観光資源を活用した地域活性化（基本目標 2 関連）〉  

 ○埼玉県の魅力発信と観光の推進  

  ・旧日光街道の更なる観光資源化  

  ・グルメ・アニメ・歴史・文化芸術・産業などの地域資源を活用した多彩な体験型観光

づくり  

・市町村や民間事業者などと連携した水辺空間の利活用の促進   等 

 

〈デジタルを活用したまち・ひと・しごと創生（基本目標５関連）〉  

 ○デジタルを活用した生産性の向上と便利で質の高い県民サービスの実現 

  ・行政手続の総合的なオンライン化の推進 

  ・マイナンバーカードの利活用の促進 

  ・デジタルデバイド対策の推進   等 

 ○デジタルを活用した事業活動の効率化や新たなビジネスの創出 

  ・行政や金融機関など関係機関のネットワーク化による県内事業者 DX への総合的支援 等 
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【地域の概要】 

 県の南部、都心から20〜30km圏に位置し、関東ローム層が堆積した大宮台地などとそ

の間を流れる河川や低地から形成される。 

 江戸時代には武蔵一宮氷川神社の門前町、岩槻の城下町、中山道の宿場町として栄え、

明治以降は行政・商業が集積する地域として発展した。2001年（平成13年）に当時の浦

和市、大宮市、与野市の合併によりさいたま市が誕生、2003年（平成15年）に県内初の

政令指定都市に移行、さらに2005年（平成17年）には当時の岩槻市とも合併した。 

 製造業、商業、サービス業の多様な産業が集積しているほか、国の行政機関も立地し、

2016年（平成28年）には、さいたま新都心に県立小児医療センターが移転・開院した。 

 この地域は、盆栽や人形などの伝統・技術が残り、さいたまスーパーアリーナや埼玉ス

タジアム2○○2公園、彩の国さいたま芸術劇場などスポーツ・文化芸術の拠点となる施設

も多い。また、プロサッカーチームの本拠地があるなどスポーツが盛んである。 

 鉄道は、北海道や東北、信越、北陸とつながる新幹線6路線をはじめ、多数のJR在来線、

東武野田線、埼玉高速鉄道線、埼玉新都市交通伊奈線（ニューシャトル）が走る東日本随

一の交通の要衝となっている。道路は外環道や東北道、首都高速埼玉大宮線・埼玉新都心

線、国道16号・17号・122号・463号などが広域的な道路網を形成し、2016年（平成

28年）には国道17号上尾道路（国道16号〜圏央道）の開通により南北方向のアクセスが

更に向上した。 

【地域の現状と課題】 

この地域は、人口132万5千人（2020年（令和2年））、県人口の18.0%を占めると

推計されており、40代以下の転入超過が多いことが特徴である。 

高齢化率（2020年（令和2年））は南部地域に次いで低くなっているが、2040年（令

和22年）までの間に、地域人口に占める75歳以上の後期高齢者の割合は4.8ポイント増加

し約17%に達する見込みである。また、高齢者人口（2020年（令和2年））は県内で最

も多い地域のため、急速な高齢化に対応した在宅医療連携拠点の機能強化など、高齢者を

支える体制の充実が求められる。 

合計特殊出生率（2019年（令和元年））は県内で最も高くなっている。20代、子育て

世帯の多い30代の転入超過数（2020年（令和2年））は県内で最も多く、結婚後も住み

続けられるような地域の魅力づくりや子育て環境の一層の充実が必要である。 

東京2020オリンピックでは地域内の2会場で競技が実施されたことから、そのレガシ

ーを生かして、この地域はもとより県内全体を活性化していくことが求められる。 

【地域づくりの方向性】 

人口が非常に多く様々な施設が集中するこの地域では、首都直下地震や台風などの災害

に備え、国道16号及び17号などの道路啓開体制の強化や芝川などの河川改修を行うとと

もに、災害時の避難体制の強化などを進め、地域のレジリエンスを高める。 

 さいたま地域 さいたま市 



 

- 77 - 

 

信号機のバリアフリー化などを推進し、地域の安心な暮らしを確保する。 

また、地域の医療機関や介護事業所との連携を支援し、高齢者が在宅で療養できる体制

を構築することで、高齢者の地域での安心な暮らしを確保する。 

待機児童の解消に向けて保育所などの整備を促進するとともに、放課後の安心・安全な

居場所づくりや、子育てしやすい住環境の整備を進める。 

知的障害特別支援学校の児童生徒数は引き続き増加傾向にあるため、過密解消に向けた

整備を行う。 

埼玉しごとセンターにおいて、高齢者がそれぞれの意欲や希望に合わせて働けるような、

また、一人一人の状況に応じた就業支援を行う。 

また、女性キャリアセンターにおいて就業からキャリア形成まで働く女性へのワンスト

ップの支援を行う。 

彩の国さいたま芸術劇場やさいたまスーパーアリーナ、埼玉スタジアム2○○2公園など、

多彩な文化芸術・スポーツ拠点施設を活用し、県全体の文化芸術・スポーツを振興する。 

さいたま市と密接に連携して、埼玉高速鉄道線（地下鉄7号線）延伸に向けた検討を行

い、地域の価値を高めるとともに、先端産業支援センター埼玉、創業・ベンチャー支援セ

ンター埼玉などの支援により、販路開拓などに取り組む企業を後押しすることで、地域の

「稼げる力」を向上させる。 

潤いのある豊かな都市空間の実現に向けて、見沼田圃の保全・活用を行う。また、自然

公園の保全を促進するとともに、さいたま市や民間事業者など多様な主体と連携した身近

な緑地の整備・保全を行う。 

このほか、くわいやこまつななど地域の特徴を生かした生産振興を進め、農業の収益力

を高める。 

 

【主な取組】 
 

〈子育て環境の整備（基本目標 2・3 関連）〉  

 ○子育てに魅力を感じるまちづくりの推進・子育て支援の充実  

  ・保育所、企業内保育所などの整備等促進  

  ・延長保育や病児保育など多様な保育サービスの提供支援  

  ・子育て世帯など住宅確保要配慮者の入居を拒まないセーフティネット住宅等の普及促

進  

  ・放課後児童クラブや放課後子供教室への支援   等  

 

〈急速な高齢化への対応（基本目標 1・4 関連）〉  

 ○高齢者等の就業支援と雇用の拡大  

  ・中高年齢者の再就職活動の支援  

  ・市町村のシルバー人材センターとの連携強化   等  

 ○高齢者等が安心して暮らせる社会づくり  

  ・医療・介護の連携促進など地域包括ケアシステムの深化への支援  
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  ・サービス付き高齢者向け住宅など高齢者向け住まいの整備促進や高齢者など住宅確保

要配慮者の入居を拒まないセーフティネット住宅等の普及促進   等  

 ○共助社会づくりと地域連携の推進   

  ・コミュニティ活動の促進   等  

 

〈雇用を創出するための産業の育成（基本目標 1 関連）〉  

 ○次世代産業・先端産業の振興、農林水産業の振興  

  ・産学連携による研究開発、企業の新技術・製品化開発の支援   等  

 ○県内中小企業の支援、サービス産業の振興  

  ・経営革新に取り組む企業の拡大と支援  

  ・中小企業の事業承継への支援  

  ・中小企業に対する金融支援   等  

 

〈地域の魅力発信と地域経済の活性化（基本目標 2 関連）〉  

 ○埼玉県の魅力発信と観光の推進  

  ・ラグビーワールドカップ 2019、東京 2020 オリンピック・パラリンピックのレガ

シーを生かした公園等の利活用   等 

 

〈デジタルを活用したまち・ひと・しごと創生（基本目標５関連）〉  

 ○デジタルを活用した生産性の向上と便利で質の高い県民サービスの実現 

  ・行政手続の総合的なオンライン化の推進 

  ・マイナンバーカードの利活用の促進 

  ・都市のコンパクト化への支援と周辺等の交通ネットワーク形成の促進 

  ・デジタルデバイド対策の推進   等 

 ○デジタルを活用した事業活動の効率化や新たなビジネスの創出 

  ・行政や金融機関など関係機関のネットワーク化による県内事業者 DX への総合的支援 

  ・事業活動における AI・IoT・ロボット等のデジタル技術の活用等支援    等 
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【地域の概要】 

 県のほぼ中央部に位置し、都心から35〜50km圏にある。大宮台地上の起伏の少ない平

坦な地形で、東側には元荒川や綾瀬川、西側には荒川が流れている。 

江戸時代には中山道の宿場町として栄え、荒川の舟運の要衝でもあり、恵まれた水利や

肥沃な土地を生かした田園地帯として発展してきた。 

桶川の紅花など多くの特産品があり、中でも鴻巣は今に続く日本有数のひな人形の生産

地として知られている。 

明治以降、鉄道の開通とともに駅を中心に新たな市街地が形成され、製糸工場や機械・

金属・食料品などの工場が進出し、製造業を中心とした産業の集積が進んだ。また、都市

近郊の立地を生かして、花き、果樹の栽培も盛んになった。 

昭和40年代以降は、企業の立地のほか、宅地化が進み人口が急増した。1983年（昭和

58年）に埼玉新都市交通伊奈線（ニューシャトル）が開業し、沿線に新たな市街地が形成

された。また、県立がんセンターや県民活動総合センターなど医療や県民活動の中核施設

が整備された。 

JR高崎線、埼玉新都市交通伊奈線（ニューシャトル）、国道17号上尾道路などによる

南北方向、及び圏央道による東西方向の交通網が形成され、利便性が大幅に向上した。 

【地域の現状と課題】 

この地域は、人口52万9千人（2020年（令和2年））、県人口の7.2%を占めると推計

されており、20代が転出超過となっている。 

高齢化率（2020年（令和2年））は県平均よりも高めであり、2040年（令和22年）

までの間に、地域人口に占める75歳以上の後期高齢者の割合は5.5ポイント増加し約20%

に達する見込みである。急速な高齢化に対応するため、高齢者を支える体制の充実が求め

られる。 

合計特殊出生率（2019年（令和元年））は県内で中位の水準である。20代が転出超過

（2020年（令和2年））となっており、雇用の創出や就業の支援が必要である。 

圏央道や国道17号上尾道路の開通により、食品関連の製造業や流通加工業など産業の集

積が進んでいる。こうした交通利便性の向上を生かした企業立地の促進により、地域経済

の活力を高めていく必要がある。 

【地域づくりの方向性】 

台風や首都直下地震などの災害に備え、原市沼調節池の整備などを行うとともに、国道

17号などの道路啓開体制や災害時の避難体制の強化を進め、地域のレジリエンスを高める。  

地域の医療機関や介護事業所との連携を支援し、高齢者が在宅で療養できる体制を構築

することで、高齢者の地域での安心な暮らしを確保する。 

子育て世代の転入・定着促進を図るため、子育てしやすい住環境の整備を進める。 

 県央地域 鴻巣市、上尾市、桶川市、北本市、伊奈町 
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知的障害特別支援学校の児童生徒数は引き続き増加傾向にあるため、過密解消に向けた

整備を行う。 

地域の特色に応じた高齢者の健康づくりの取組を推進するとともに、埼玉しごとサポー

ト（伊奈）において、高齢者がそれぞれの意欲や希望に合わせて働けるような就職支援を

行う。 

県民活動総合センターを活用しNPOやボランティアなどの活動を支援することで地域

の課題解決を図る。また、埼玉未来大学において、ボランティアやソーシャルビジネスの

立ち上げを学ぶ場を提供するなど、高齢者が社会で活躍できるよう支援を行う。 

また、セミナーや相談などによる一人一人の状況に応じた就業支援や、キャリア形成も

含めた働く女性へのワンストップの支援を行う。 

プロ・トップスポーツチーム（バレーボールなど）との連携をはじめとし、子供から高

齢者までスポーツに親しめる機会の充実を図る。 

経済活動を支える基盤となる道路網の充実に向け、身近な道路の整備や現道拡幅を行う

とともに、企業立地などを促進する幹線道路の整備を進めることで企業誘致を推進し、地

域の「稼げる力」を向上させる。 

また、自然と調和した緑豊かな住環境の実現に向けて、地元自治体や民間事業者など多

様な主体と連携した身近な緑地の整備・保全を行うとともに、自然ふれあい施設（自然学

習センター・北本自然観察公園）の利用を促進する。 

このほか、担い手への農地の集積・集約化や、低コストなほ場整備など生産基盤の整備

を進める。また、パンジーやトマトなど地域の特徴を生かした生産振興を更に進め、農業

の収益力を高める。 

 

【主な取組】 
 

〈交通利便性向上を契機とした子育て世帯の定着・転入促進（基本目標 2・3 関連）〉  

 ○子育てに魅力を感じるまちづくりの推進・子育て支援の充実  

  ・保育所、企業内保育所などの整備等促進  

  ・延長保育や病児保育など多様な保育サービスの提供支援  

  ・子育て世帯など住宅確保要配慮者の入居を拒まないセーフティネット住宅等の普及促

進  

  ・放課後児童クラブや放課後子供教室への支援   等  

 

〈圏央道などの利便性の高い交通網を活用した雇用の創出（基本目標 1 関連）〉  

 ○次世代産業・先端産業の振興、農林水産業の振興  

  ・次世代産業・先端産業の誘致  

  ・食品産業、自動車関連産業、流通加工業など埼玉の特徴を生かした産業の誘致   

  ・圏央道以北地域などへの産業地誘導   等 
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〈デジタルを活用したまち・ひと・しごと創生（基本目標５関連）〉  

 ○デジタルを活用した生産性の向上と便利で質の高い県民サービスの実現 

  ・行政手続の総合的なオンライン化の推進 

  ・マイナンバーカードの利活用の促進 

  ・都市のコンパクト化への支援と周辺等の交通ネットワーク形成の促進 

  ・デジタルデバイド対策の推進   等 

 ○デジタルを活用した事業活動の効率化や新たなビジネスの創出 

  ・行政や金融機関など関係機関のネットワーク化による県内事業者 DX への総合的支援 等 
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【地域の概要】 

 県のほぼ中央部に位置し、都心から30〜70km圏にある。地域の西側は外秩父山地の外

縁に属し、岩殿・比企などの丘陵地帯、入間・川越などの台地を経て、東端の荒川低地へ

と続く起伏に富んだ地形となっている。 

城下町である川越は新河岸川の舟運などで江戸と結ばれ、小江戸と称されるほど繁栄し

た。東松山、坂戸、嵐山、小川には川越・児玉往還や日光脇往還の宿場町が置かれ、農産

物や和紙などの取引が盛んに行われた。現在も残る川越の蔵造りの町並み、越生の梅林、

滑川にある国営武蔵丘陵森林公園、小川や東秩父の細川紙など、魅力ある地域資源に恵ま

れており、さらに東松山、滑川、嵐山、小川、吉見は、2023年（令和5年）に日本農業

遺産に認定された「比企丘陵の天水を利用した谷津沼農業システム」を有している。 

明治以降、川越は本県最大の商業都市として栄え、1922年（大正11年）には県内で初

めて市制を施行した。また、鉄道の開通とともに各駅の周辺に新たな市街地の形成が進ん

だ。 

昭和40年代から50年代にかけて鳩山ニュータウンなどの大規模な宅地開発が進み、人

口が急激に増加した。大規模工業団地である川越狭山工業団地のほか多くの工業団地が造

成された。近年では、農業大学校跡地に総合重工業メーカーの航空事業部が進出するなど、

先端産業の集積が進んでおり、地域の中小企業への波及効果や雇用の増加が期待されてい

る。 

この地域には、JR八高線・川越線、東武東上線・越生線、西武新宿線が東西南北に走り、

関越道、圏央道、国道16号・254号・407号が広域的な交通網を形成している。 

【地域の現状と課題】 

この地域は、人口79万4千人（2020年（令和2年））、県人口の10.8%を占めると推

計されており、20代を中心に転出超過、40代以上では転入超過となっている。 

高齢化率（2020年（令和2年））は県平均よりも高く、2040年（令和22年）までの

間に、地域人口に占める75歳以上の後期高齢者の割合は5.5ポイント増加し約20%に達す

る見込みのため、在宅医療連携拠点の機能強化など、高齢者を支える体制の充実が求めら

れる。 

合計特殊出生率（2019年（令和元年））は県内で中位の水準である。20代の転出超過

数（2020年（令和2年））が多く、雇用の創出や就業の支援が必要である。 

川越の蔵造りの町並みや東京2020オリンピックのレガシーなど、この地域が持つ資源

を活用した地域活性化の取組が期待されている。 

この地域では、自動車関連、航空機関連の企業が立地するなど裾野が広い産業の集積も

進んでいることから、地元中小企業の受注機会拡大や関連企業の更なる立地が期待されて

いる。また、AI・IoTといった成長分野への投資により県内企業の競争力の強化が求められ

ている。 

 川越比企地域 
川越市、東松山市、坂戸市、鶴ヶ島市、毛呂山町、越生町、滑川町、嵐山町、

小川町、川島町、吉見町、 鳩山町、ときがわ町、東秩父村 



 

- 83 - 

 

 【地域づくりの方向性】 

台風や地震、土砂災害などに備え、新河岸川や市野川などの河川改修や土砂災害のおそ

れがある区域における砂防関係施設の整備を行うとともに、国道16号や254号などの道

路啓開体制や災害時の避難体制の強化を進め、地域のレジリエンスを高める。 

また、山崩れなどの復旧整備や新たな崩壊等のおそれがある山地への治山施設の整備を

行う。 

信号機のバリアフリー化などを推進し、地域の安心な暮らしを確保する。 

地域の医療機関や介護事業所との連携を支援し、高齢者が在宅で療養できる体制を構築

することで、高齢者の地域での安心な暮らしを確保する。 

埼玉しごとサポート（川越）や埼玉未来大学において、高齢者がそれぞれの意欲や希望

に合わせて社会で活躍できるよう支援を行う。 

また、セミナーや相談などによる一人一人の状況に応じた就業支援や、キャリア形成も

含めた働く女性へのワンストップの支援を行うとともに、発達障害者就労支援センター（ジ

ョブセンター川越）で就労を希望する発達障害者への支援を行う。 

こども動物自然公園や蔵造りの町並みなど、多様な地域の資源を活用した観光振興を行

う。 

このほか、テレワークなど新たな働き方の普及に伴う関係人口を創出し、都市部からの

移住・定住を促す。 

基幹となる道路や中山間地域の生活を支える身近な道路について、バイパス整備や現道

拡幅を行うとともに、バス路線の維持や地域公共交通の活性化に向けた支援により、県民

の日常を支える生活交通を確保する。 

また、独創的な技術などにより新たな事業展開を目指すベンチャー企業への支援などを

通して中小企業の競争力を高めるとともに、農業大学校跡地などを活用し、成長産業の集

積を促進することで地域の「稼げる力」を向上させる。 

自然と調和した緑豊かな住環境の実現に向けて、地元自治体や民間事業者など多様な主

体と連携した身近な緑地の整備・保全や、水辺空間の利活用、自然公園の保全を行う。 

このほか、うめやゆずなどの果樹、ほうれんそうやさといもなどの野菜など、地域の特

徴を生かした生産振興を更に進め、農業の収益力を高める。 

 

【主な取組】 
 

〈地域における雇用の創出や若者の就業支援（基本目標 1・2 関連）〉  

 ○次世代産業・先端産業の振興、農林水産業の振興  

  ・農業大学校跡地等を活用した先端産業等の集積促進  

  ・食品産業、自動車関連産業、流通加工業など埼玉の特徴を生かした産業の誘致   

  ・優良農地の確保と担い手への利用集積の促進  

  ・農林水産物の生産力強化やブランド化、農業の 6 次産業化の支援 

 ・圏央道以北地域などへの産業地誘導   等  

 



 

- 84 - 

 

 ○若年者を中心とした就業支援  

  ・新卒者などの若年者の就業支援  

  ・大学等と連携した県内企業への若手人材の就業支援・定着促進   等  

  

〈県内有数の観光資源を活用した地域活性化（基本目標 1・2 関連）〉  

 ○県内中小企業の支援、サービス産業の振興  

  ・外国人観光客の来訪促進や受入体制の充実  

  ・観光振興を担う人材育成やおもてなし力の向上   等  

 ○埼玉県の魅力発信と観光の推進  

  ・戦略的な広報による国内外への埼玉の魅力発信  

  ・グルメ・アニメ・歴史・文化芸術・産業などの地域資源を活用した多彩な体験型観光

づくり 

 ・市町村や民間事業者などと連携した水辺空間の利活用の促進   等 

 

〈結婚・子育て世代を中心とした定着・転入促進（基本目標 3 関連）〉 

○結婚、妊娠・出産への支援  

  ・結婚を希望する未婚者への出会いの機会提供支援   等 

 

〈高齢化の進展に対応したまちづくり（基本目標 4 関連）〉  

 ○誰もが快適で暮らしやすいまちづくり  

  ・生活交通を支える路線バスの維持・確保支援  

  ・空き家の利活用の促進   等  

 ○共助社会づくりと地域連携の推進  

  ・コミュニティ活動の促進   等   

  

〈デジタルを活用したまち・ひと・しごと創生（基本目標５関連）〉  

 ○デジタルを活用した生産性の向上と便利で質の高い県民サービスの実現 

  ・行政手続の総合的なオンライン化の推進 

  ・マイナンバーカードの利活用の促進 

 ・都市のコンパクト化への支援と周辺等の交通ネットワーク形成の促進 

 ・デジタルデバイド対策の推進   等 

 ○デジタルを活用した事業活動の効率化や新たなビジネスの創出 

  ・行政や金融機関など関係機関のネットワーク化による県内事業者 DX への総合的支援 等 
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【地域の概要】 

 県の西部に位置し、都心から30〜60km圏にある。西側の外秩父山地から、高麗・加治・

狭山などの丘陵を経て、東端の武蔵野台地へと続く起伏に富んだ地形である。 

江戸時代には所沢、狭山、入間が交通や物流の中継地となり、農産物や薪などが集積す

る地域として発展した。日本農業遺産及び世界農業遺産の認定地域でもある三富地域では、

短冊状の地割を特徴とする優良な農地が形成された。飯能から入間川などを利用して、西

川材と呼ばれる優良な木材を江戸に運ぶいかだ流しも盛んに行われた。 

所沢は1911年（明治44年）に日本初の飛行場が設置され、航空発祥の地となっている。

この地域には、全国的な知名度を誇る狭山茶といった特産品があるほか、2016年（平成

28年）に建郡1300年を迎えた旧高麗郡に関連する高麗神社など、古い歴史を持つ名所や

旧跡が残っている。また、野球やサッカーのプロチームの本拠地があるほか、近年では北

欧をイメージしたテーマパークや日本最大級のポップカルチャーの発信拠点もオープンし

た。 

明治以降、鉄道が開通すると、鉄道沿線を中心に新たな市街地が形成された。高度経済

成長期には、大規模な住宅団地や工業団地が造成され、人口が急増するとともに電子部品

や機械分野の製造業が集積した。 

JR八高線・川越線・武蔵野線、西武池袋線・新宿線・秩父線などが東西南北に走り、関

越道、圏央道、国道16号・299号・407号・463号による広域的な交通網が形成されて

いる。 

【地域の現状と課題】 

この地域は、人口77万2千人（2020年（令和2年））、県人口の10.5%を占めると推

計されており、10代以下が転入超過である一方で、20代では転出超過となっていること

が特徴である。 

高齢化率（2020年（令和2年））は県平均よりも高く、2040年（令和22年）までの

間に、地域人口に占める75歳以上の後期高齢者の割合は8.2ポイント増加し約23%に達す

る見込みである。急速な高齢化に対応するため、高齢者向け住まいの整備や在宅医療連携

拠点の機能強化など、高齢者を支える体制の充実が求められる。 

合計特殊出生率（2019年（令和元年））は県内でも低い水準である。20代の転出超過

数（2020年（令和2年））が多く、雇用の創出や就業の支援が必要である。 

博物館・美術館・図書館・アニメミュージアムが融合した日本最大級のポップカルチャ

ーの発信拠点である大規模複合施設や、北欧のライフスタイルやムーミンの世界観を体感

できる施設といった新しい魅力を活用し、この地域のみならず県全体を活性化していくこ

とが期待されている。 

圏央道の整備や、近年では国道299号台飯能工区及び県道飯能寄居線バイパス整備が完

成し供用開始となるなど、交通利便性の向上を生かした更なる企業立地の促進が求められ

 西部地域 所沢市、飯能市、狭山市、入間市、日高市 
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ている。 

【地域づくりの方向性】 

台風や地震、土砂災害などに備え、入間川などの河川改修や土砂災害のおそれがある区

域における砂防関係施設の整備を行うとともに、国道16号などの道路啓開体制や災害時の

避難体制の強化を進め、地域のレジリエンスを高める。 

また、山崩れなどの復旧整備や新たな崩壊等のおそれがある山地への治山施設の整備を

行う。 

信号機のバリアフリー化などを推進し、地域の安心な暮らしを確保する。 

地域の医療機関や介護事業所との連携を支援し、高齢者が安心して在宅で療養できる体

制を構築するとともに、サービス付き高齢者向け住宅の整備を支援することで、地域で安

心して生活できる環境の整備を進める。 

子育て世代の転入・定着促進を図るため、放課後の安心・安全な居場所づくりや、子育

てしやすい住環境の整備を進める。 

知的障害特別支援学校の児童生徒数は引き続き増加傾向にあるため、過密解消に向けた

整備を行う。 

また、セミナーや相談などによる一人一人の状況に応じた就業支援や、キャリア形成も

含めた働く女性へのワンストップの支援を行うとともに、埼玉しごとサポート（所沢）で

就労を希望する高齢者への支援を行う。 

北欧をイメージしたテーマパークであるメッツァや、ところざわサクラタウンなど、多

様な地域の資源を活用した観光振興を行う。 

このほか、テレワークなど新たな働き方の普及に伴う関係人口を創出し、都市部からの

移住・定住を促す。 

基幹となる道路や中山間地域の生活を支える身近な道路について、バイパス整備や現道

拡幅を行うとともに、東京12号線（大江戸線）延伸に向けた検討を行い、地域の社会基盤

としての価値を高める。また、米軍基地跡地については、地域の意向に沿った利用がなさ

れるよう支援する。 

潤いのある豊かな都市空間の実現に向けて、地元自治体や民間事業者など多様な主体と

連携した身近な緑地の整備・保全や、水辺空間の利活用、自然公園の保全や自然ふれあい

施設（狭山丘陵いきものふれあいの里センター、さいたま緑の森博物館）の利用促進を図

る。 

このほか、ほうれんそうやさといもなどの野菜、お茶やくりなどの地域の特徴を生かし

た生産振興を更に進め、農業の収益力を高める。 

 

【主な取組】 
 

〈活発な経済活動の維持・増大（基本目標 1 関連）〉  

 ○次世代産業・先端産業の振興、農林水産業の振興  

  ・産学連携による研究開発、企業の新技術・製品化開発の支援  

  ・次世代産業・先端産業の誘致  
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  ・食品産業、自動車関連産業、流通加工業など埼玉の特徴を生かした産業の誘致   

  ・農林水産物の生産力強化やブランド化、農業の 6 次産業化の支援   等  

   

〈20 代を中心とした定着・転入促進（基本目標 2 関連）〉  

 ○埼玉県の魅力発信と観光の推進  

  ・戦略的な広報による国内外への埼玉の魅力発信  

  ・グルメ・アニメ・歴史・文化芸術・産業などの地域資源を活用した多彩な体験型観光

づくり  

  ・テーマパーク等を活用した新たな地域振興  

  ・市町村や民間事業者などと連携した水辺空間の利活用の促進   等  

 ○若年者を中心とした就業支援  

  ・新卒者などの若年者の就業支援  

  ・大学等と連携した県内企業への若手人材の就業支援・定着促進   等  

  

〈子育て環境の整備（基本目標 2・3 関連）〉  

 ○子育てに魅力を感じるまちづくりの推進・子育て支援の充実  

  ・保育所、企業内保育所などの整備等促進  

  ・延長保育や病児保育など多様な保育サービスの提供支援  

  ・子育て世帯など住宅確保要配慮者の入居を拒まないセーフティネット住宅等の普及促

進  

  ・放課後児童クラブや放課後子供教室への支援   等 

 

〈デジタルを活用したまち・ひと・しごと創生（基本目標５関連）〉  

 ○デジタルを活用した生産性の向上と便利で質の高い県民サービスの実現 

  ・行政手続の総合的なオンライン化の推進 

  ・マイナンバーカードの利活用の促進 

  ・都市のコンパクト化への支援と周辺等の交通ネットワーク形成の促進 

  ・デジタルデバイド対策の推進   等 

 ○デジタルを活用した事業活動の効率化や新たなビジネスの創出 

  ・行政や金融機関など関係機関のネットワーク化による県内事業者 DX への総合的支援 等 
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【地域の概要】 

 関東平野のほぼ中央に当たる県の北東部、都心から40〜60km圏に位置している。地域

の大半は勾配が極めて緩やかな加須低地や中川低地であり、大落古利根川、中川などの河

川や葛西用水などの農業用水路が広大な水路網を形成している。 

埼玉（さきたま）古墳群が所在するなど県名発祥の地といわれ、古くからの歴史を持つ

地域である。江戸時代には、治水と新田開発を進めるため利根川の東遷が行われ、度重な

る水路の開削などにより今日の河川や水路網の原形が形成された。利根川からの豊かな水

や平坦な地形、肥沃な土壌を生かした稲作が盛んな県内有数の穀倉地帯でもある。 

忍城の城下町として栄えた行田のほか、杉戸、幸手は日光街道の宿場町、久喜は主要街

道を結ぶ物流の拠点として、羽生や加須は利根川の水運の要衝、蓮田は見沼通船の拠点と

してそれぞれ栄えた。 

昭和40年代以降は、東北道の開通や宅地、大規模工業団地の造成に伴い、人口の増加や

数多くの企業の立地が進んだ。 

2017年（平成29年）に「和装文化の足元を支え続ける足袋蔵のまち行田」が県内初の

日本遺産に認定されたほか、2020年（令和2年）には埼玉古墳群が令和初の国指定特別

史跡に指定されるなど、国内外に誇る地域資源を有している。 

JR高崎線・宇都宮線、東武伊勢崎線・日光線、秩父鉄道からなる鉄道網、東北道、圏央

道、国道4号・122号・125号などからなる広域的な道路網が形成されている。 

【地域の現状と課題】 

この地域は、人口63万6千人（2020年（令和2年））、県人口の8.7%を占めると推計

されており、20代の転出超過数が多くなっている。低地に市街地が広がっているため、台

風などに対する防災・治水対策を強化することが求められる。 

高齢化率（2020年（令和2年））は秩父地域に次いで高く、また、2040年（令和22

年）までの間に、地域人口に占める75歳以上の後期高齢者の割合は7.4ポイント増加し約

22%に達する見込みであり、急速な高齢化に対応するため、高齢者を支える体制の充実が

求められる。 

合計特殊出生率（2019年（令和元年））は県内でも低い水準である。20代の転出超過

数（2020年（令和2年））が多く、雇用の創出や就業の支援が必要である。 

史跡・アニメの舞台・足袋や藍染などの伝統産業といった多様な地域資源を活用した魅

力的な地域づくりを更に進めることが求められている。 

圏央道と東北道の結節やJR上野東京ラインの開業に続き、加須市から群馬県に続く国道

354号バイパスの開通や、国道125号バイパスの全線開通など、交通の利便性が向上して

いる。 

若者や子育て世代の転入・定着促進を図るため、こうした交通利便性の高さを生かした

企業立地の促進などにより、地域経済の活力を高めていく必要がある。 

 利根地域 行田市、加須市、羽生市、久喜市、蓮田市、幸手市、白岡市、宮代町、杉戸町 
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 【地域づくりの方向性】 

台風や地震などの災害に備え、中川などの河川改修を行うとともに、国道122号や125

号などの道路啓開体制の強化を進め、地域のレジリエンスを高める。 

地域の医療機関や介護事業所との連携を支援し、高齢者が在宅で療養できる体制を構築

するとともに、サービス付き高齢者向け住宅の整備を支援することで、地域で安心して生

活できる環境の整備を進める。 

また、子育て世代の転入・定着促進を図るため、待機児童の解消に向けて保育所などの

整備を促進するとともに、放課後の安心・安全な居場所づくりを進める。 

知的障害特別支援学校の児童生徒数は引き続き増加傾向にあるため、過密解消に向けた

整備を行う。 

地域の特色に応じた高齢者の健康づくりの取組を推進するとともに、埼玉しごとサポー

ト（加須）において、高齢者がそれぞれの意欲や希望に合わせて働けるような就業支援を

行う。 

セミナーや相談などによる一人一人の状況に応じた就業支援や、キャリア形成も含めた

働く女性へのワンストップの支援を行う。 

2020年（令和2年）に国指定特別史跡に指定された埼玉（さきたま）古墳群や映画「の

ぼうの城」の舞台である忍城などの歴史資源、行田の足袋や羽生の藍染などの伝統産業、

アニメ「らき☆すた」の舞台である鷲宮神社、桜の名所である権現堂の桜堤、ラムサール

条約登録湿地である渡良瀬遊水地といった観光資源など、豊富な地域の資源を生かした地

域振興を行う。 

経済活動を支える基盤となる道路網の充実に向け、観光地へのアクセス性を高める道路

を整備するとともに、スマートインターチェンジ（蓮田）のフル化などによりアクセス改

善を進める。あわせて、埼玉高速鉄道線（地下鉄7号線）延伸に向けた検討を行い、地域

の価値を高める。 

また、こうしたポテンシャルを生かして企業誘致を積極的に進め、魅力ある雇用を創出

することで、若年世代の転入・定着を促進する。 

自然と調和した住環境の実現に向けて、地元自治体や民間事業者など多様な主体と連携

した身近な緑地の整備・保全や水辺空間の利活用を行う。 

このほか、担い手への農地の集積・集約化や、低コストなほ場整備など生産基盤の整備

を進める。また、日本なしやいちじくなどの果樹、きゅうりやトマトなどの野菜、米など

地域の特徴を生かした生産振興を更に進め、農業の収益力を高める。 

 

 

【主な取組】 
 

〈20 代を中心とした若者の定着と子育て世代の転入促進（基本目標 2・3 関連）〉  

 ○若年者を中心とした就業支援  

  ・新卒者などの若年者の就業支援  

  ・大学等と連携した県内企業への若手人材の就業支援・定着促進   等  
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 ○埼玉県の魅力発信と観光の推進  

  ・戦略的な広報による国内外への埼玉の魅力発信  

  ・グルメ・アニメ・歴史・文化芸術・産業などの地域資源を活用した多彩な体験型観光

づくり  

  ・市町村や民間事業者などと連携した水辺空間の利活用の促進   等   

 ○結婚、妊娠・出産への支援  

  ・結婚を希望する未婚者への出会いの機会提供支援   等  

  

〈活発な経済活動の維持・増大（基本目標 1 関連）〉  

 ○次世代産業・先端産業の振興、農林水産業の振興  

  ・次世代産業・先端産業の誘致  

  ・食品産業、自動車関連産業、流通加工業など埼玉の特徴を生かした産業の誘致   

  ・東北道沿線地域や圏央道以北地域などへの産業地誘導  

  ・優良農地の確保と担い手への利用集積の促進  

  ・農林水産物の生産力強化やスマート農業支援、ブランド化、 

  農業の 6 次産業化の支援  等 

 

〈デジタルを活用したまち・ひと・しごと創生（基本目標５関連）〉  

 ○デジタルを活用した生産性の向上と便利で質の高い県民サービスの実現 

  ・行政手続の総合的なオンライン化の推進 

  ・マイナンバーカードの利活用の促進 

 ・都市のコンパクト化への支援と周辺等の交通ネットワーク形成の促進 

  ・デジタルデバイド対策の推進   等 

 ○デジタルを活用した事業活動の効率化や新たなビジネスの創出 

  ・行政や金融機関など関係機関のネットワーク化による県内事業者DXへの総合的支援 等 
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【地域の概要】 

 県の北西部に位置し、都心から50〜80km圏にある。西端の山地から丘陵地帯、中央に

広がる台地を経て、東端の妻沼低地へと続く起伏に富んだ地形であり、利根川、荒川、小

山川などの豊かな水と肥沃な土壌に恵まれた地域である。県内有数の農業地帯であり、全

国トップクラスの生産量を誇る野菜をはじめ、花き、果樹、畜産など様々な農畜産物の生

産が行われている。さらに熊谷、寄居は、2023年（令和5年）に日本農業遺産に認定さ

れた「比企丘陵の天水を利用した谷津沼農業システム」を有する。 

「近代日本経済の父」と呼ばれ、新一万円札の肖像や大河ドラマの主人公にも選ばれた

深谷の渋沢栄一をはじめ、本庄の塙保己一、熊谷の荻野吟子など著名な偉人を輩出した地

域でもある。中山道の宿場町であった熊谷、深谷、本庄、秩父往還沿いの寄居などは多く

の人が行き交い、商業を中心に発展した。明治以降、鉄道が開通すると、交通の要衝とし

ての重要性が更に高まった。 

昭和30年代以降、深谷市、熊谷市、本庄市などに大規模な工業団地が相次いで造成され、

関越道にもアクセスしやすいことから企業立地が進み、特に食料品製造業などの集積が進

んでいる。 

ラグビーワールドカップ2019が開催された熊谷ラグビー場は、「西の花園、東の熊谷」

と称されるラグビーの聖地である。 

上越・北陸新幹線のほか、JR高崎線・八高線、東武東上線、秩父鉄道からなる鉄道網、

関越道、国道17号・125号・140号・254号・407号・462号からなる広域的な道路網

を有している。 

【地域の現状と課題】 

この地域は、人口50万2千人（2020年（令和2年））、県人口の6.8%を占めると推計

されており、20代の転出超過数が多いことが特徴である。 

高齢化率（2020年（令和2年））は県平均よりも高く、2040年（令和22年）までの

間に、地域人口に占める75歳以上の後期高齢者の割合は7.4ポイント増加し約21%に達す

る見込みであり、急速な高齢化に対応するため、高齢者を支える体制の充実が求められて

いる。 

合計特殊出生率（2019年（令和元年））は県内で中位の水準である。20代の転出超過

数（2020年（令和2年））が多く、雇用の創出や就業の支援が必要である。 

この地域は、史跡等の文化財や個性豊かな祭りなど豊富な地域資源を有している。歴史

が形作ってきたこのような地域の特色に加え、ラグビーワールドカップ2019のレガシー

や渋沢栄一翁関連施設等の資源を生かし、地域を活性化していくことが期待されている。 

豊かな自然環境を生かしながら競争力のある農産物の産地形成を図るとともに、関越道

におけるスマートインターチェンジの設置や秩父鉄道の新駅開業など、整備が進む交通網

を武器に、企業の立地を促進していくことが求められる。 

 北部地域 熊谷市、本庄市、深谷市、美里町、神川町、上里町、寄居町 
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農林業などの地域産業の魅力発信やテレワークなどの新たな働き方の普及などをうまく

活用することで、地域外からの移住や定住を促していくことも必要である。 

【地域づくりの方向性】 

台風や地震、土砂災害などに備え、元小山川などの河川改修や土砂災害のおそれがある

区域における砂防関係施設の整備を行うとともに、国道17号や140号などの道路啓開体

制や災害時の避難体制の強化を進め、地域のレジリエンスを高める。 

また、山崩れなどの復旧整備や新たな崩壊等のおそれがある山地への治山施設の整備を

行う。信号機のバリアフリー化などを推進し、地域の安心な暮らしを確保する。 

地域の医療機関や介護事業所との連携を支援し、高齢者が在宅で療養できる体制を構築

することで、高齢者の地域での安心な暮らしを確保する。埼玉しごとサポート（深谷）や

埼玉未来大学において、高齢者がそれぞれの意欲や希望に合わせて社会で活躍できるよう

支援を行う。 

また、セミナーや相談などによる一人一人の状況に応じた就業支援や、キャリア形成も

含めた働く女性へのワンストップの支援を行うとともに、発達障害者就労支援センター（ジ

ョブセンター熊谷）で就労を希望する発達障害者への就労支援を行う。 

日本三大聖天の一つである妻沼聖天山、三偉人ゆかりの地や史跡等の文化財、個性豊か

な祭りなど、多様な地域の資源を活用した観光振興を行う。 

ラグビーの国内トップチームの本拠地でもある熊谷の地を生かし、ラグビーワールドカ

ップ2019のレガシーとなる熊谷スポーツ文化公園の利活用を促進するほか、プロ・トッ

プスポーツチーム（ラグビー、野球、女子サッカーなど）との連携をはじめとし、子供か

ら高齢者までスポーツに親しめる機会の充実を図る。 

また、テレワークなど新たな働き方の普及に伴う関係人口を創出し、都市部からの移住・

定住を促す。 

基幹となる道路や中山間地域の生活を支える身近な道路について、バイパス整備や現道

拡幅を行うとともに、バス路線の維持や地域公共交通の活性化に向けた支援により、県民

の日常を支える生活交通を確保する。 

企業誘致を積極的に進め、魅力ある雇用を創出することで、若年世代の転入・定着を促

進するとともに、産業技術総合センター北部研究所を活用し、食品分野などの事業化や製

品開発を支援することで、地域の「稼げる力」を向上させる。 

このほか、担い手への農地の集積・集約化や、低コストなほ場整備など生産基盤の整備

を進める。また、小麦やねぎ、和牛など地域の特徴を生かした生産振興を更に進め、農業

の収益力を高める。 

 

【主な取組】 
 

〈活発な経済活動の維持・増大（基本目標 1 関連）〉  

 ○次世代産業・先端産業の振興、農林水産業の振興  

  ・次世代産業・先端産業の誘致  

  ・食品産業、自動車関連産業、流通加工業など埼玉の特徴を生かした産業の誘致    
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  ・圏央道以北地域などへの産業地誘導  

  ・優良農地の確保と担い手への利用集積の促進  

  ・農林水産物の生産力強化やブランド化、農業の 6 次産業化の支援  

 ・幹線道路沿いにおける道の駅等観光拠点の整備支援 

 ・北部地域振興交流拠点の検討推進   等 

  

〈20 代を中心とした定着・転入促進（基本目標 2 関連）〉  

 ○埼玉県の魅力発信と観光の推進   

  ・戦略的な広報による国内外への埼玉の魅力発信  

  ・グルメ・歴史・文化芸術・産業などの地域資源を活用した多彩な体験型観光づくり   等  

 ○若年者を中心とした就業支援  

  ・新卒者などの若年者の就業支援  

  ・大学等と連携した県内企業への若手人材の就業支援・定着促進   等  

  

〈利便性が高く安心して暮らせるまちづくり（基本目標 4 関連）〉  

 ○誰もが快適で暮らしやすいまちづくり  

  ・生活交通を支える路線バスの維持・確保支援 

 ・県境を越えた医療連携の更なる強化   等  

 ○共助社会づくりと地域連携の推進  

 ・コミュニティ活動の促進 

  ・地方都市の拠点形成や定住自立圏などまちづくりにおける地域連携の推進   等  

  

〈地域の魅力発信と地域経済の活性化（基本目標 2 関連）〉  

 ○埼玉県の魅力発信と観光の推進  

  ・ラグビーワールドカップ 2019、東京 2020 オリンピック・パラリンピックのレガ

シーを生かした公園等の利活用   等 

 

〈デジタルを活用したまち・ひと・しごと創生（基本目標５関連）〉  

 ○デジタルを活用した生産性の向上と便利で質の高い県民サービスの実現 

  ・行政手続の総合的なオンライン化の推進 

  ・マイナンバーカードの利活用の促進 

  ・都市のコンパクト化への支援と周辺等の交通ネットワーク形成の促進 

  ・デジタルデバイド対策の推進   等 

 ○デジタルを活用した事業活動の効率化や新たなビジネスの創出 

  ・行政や金融機関など関係機関のネットワーク化による県内事業者 DX への総合的支援 等 
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【地域の概要】 

 県の北西部、都心から70〜100km圏に位置している。甲武信ケ岳、両神山などの標高

2,000m前後の山々に囲まれた中央に秩父盆地が位置している。地域の8割を森林が占め

るなど緑豊かな自然環境が残り、長瀞に代表される優れた景観にも恵まれている。 

我が国最古の流通貨幣といわれる「和同開珎」ゆかりの地として知られるなど、古い歴

史を持っている。江戸時代以降、養蚕や絹織物の生産が盛んに行われ、物資の集散地とし

て発展し、独自の習慣や風俗が形成された。 

明治以降、交通網の整備に伴い地域内外との交流も活発になり、セメント産業をはじめ、

繊維産業、林業などが盛んになった。近年は産業構造の変化に伴い、金属製品、自動車関

連産業のウェイトが高まっている。 

中山間地域の特性を生かした、そば、こんにゃく、きのこなどの農林産物の生産、観光

と連携した果樹園などの観光農林業に加え、札所巡り、秩父夜祭のほか秩父ミューズパー

クやアニメゆかりの観光スポット、芝桜など、多様な観光資源を有している。 

鉄道は西武秩父線、秩父鉄道が走り、通勤・通学の主要な交通手段となっている。道路

は国道140号・299号が主要幹線道路となっている。また、西関東連絡道路の建設が進め

られており、皆野寄居バイパスの一部開通を皮切りに、2018年（平成30年）には皆野秩

父バイパスが全線開通し、秩父地域へのアクセス強化が図られている。 

【地域の現状と課題】 

この地域は、人口9万5千人（2020年（令和2年））、県人口の1.3%を占めると推計

されており、10代から20代の転出超過数が多くなっている。 

高齢化率（2020年（令和2年））は県内で最も高く、2040年（令和22年）までの間

に、地域人口に占める75歳以上の後期高齢者の割合は8.3ポイント増加し約27%に達する

見込みであり、急速な高齢化に対応するため、高齢者を支える体制の充実が求められる。 

合計特殊出生率（2019年（令和元年））は県内で最も低くなっている。20代を中心に

幅広い年齢層で転出超過（2020年（令和2年））となっており、雇用の創出や就業の支

援に加え、移住・定住に向けた支援が必要である。 

秩父夜祭は、京都祇園祭、飛騨高山祭と並んで日本三大曳山祭としても知られ、2016

年（平成28年）には「秩父祭の屋台行事と神楽」を含む「山・鉾・屋台行事」33件がユ

ネスコ無形文化遺産に登録された。また、近年では雲海が新たな観光資源となっている。

こうした魅力的な地域資源を生かして観光客を拡大することで、地域を活性化していくこ

とが期待されている。 

テレワークなどの新たな働き方の普及などをうまく活用することで、地域住民との多様

な関わりを持つ関係人口の創出を促していくことも必要である。 

 

 

 秩父地域 秩父市、横瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿野町 
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 【地域づくりの方向性】 

山地が広がるこの地域では、台風や地震、土砂災害などに備え、赤平川などの河川改修

や土砂災害のおそれがある区域における砂防関係施設の整備を行うとともに、国道140号

などの道路啓開体制や災害時の避難体制の強化を進め、地域のレジリエンスを高める。 

また、山崩れなどの復旧整備や新たな崩壊等のおそれがある山地への治山施設の整備を

行うとともに、広葉樹植栽等による針広混交林の造成などにより、水源かん養機能を持続

的に発揮できる森づくりを行う。 

地域の医療機関や介護事業所との連携を支援し、高齢者が在宅で療養できる体制を構築

するとともに、サービス付き高齢者向け住宅の整備を支援することで、地域で安心して生

活できる環境の整備を進める。 

需要が増加する介護サービスの担い手を確保するため、高等技術専門校による介護人材

の養成を行う。 

秩父地域への産婦人科医や助産師等の派遣事業を支援することで、地域における産科医

療の維持を図る。 

地域の特色に応じた高齢者の健康づくりの取組を推進するとともに、埼玉しごとサポー

ト（秩父）において、高齢者がそれぞれの意欲や希望に合わせて働けるような就業支援を

行う。 

また、セミナーや相談などによる一人一人の状況に応じた就業支援や、キャリア形成も

含めた働く女性へのワンストップの支援を行う。 

ユネスコ無形文化遺産の秩父夜祭、小鹿野歌舞伎などの伝統芸能、農林産物や芝桜など

の多様な地域資源を生かした観光振興を行う。 

基幹となる道路や中山間地域の生活を支える身近な道路について、バイパス整備や現道

拡幅を行うとともに、バス路線の維持や地域公共交通の活性化に向けた支援により、県民

の日常を支える生活交通を確保する。また、テレワークなど新たな働き方の普及に伴う関

係人口を創出し、都市部からの移住・定住を促す。 

このほか、担い手への農地の集積・集約化や、低コストなほ場整備など生産基盤の整備

を進める。また、ぶどうやいちご、きのこなど地域の特徴を生かした生産振興を更に進め、

農林業の収益力を高める。さらに、間伐などによる適正な森林の整備を行うとともに、Ｉ

ＣＴを活用した森林資源の管理や需給情報の共有化などを行い、県産木材の安定的な供給

体制を整備していく。 

 

【主な取組】 
 

〈自然や文化等を活用した観光の産業化の推進及び交流人口の増加（基本目標 1・2 関連）〉  

 ○県内中小企業の支援、サービス産業の振興  

  ・宿泊を伴う観光客、外国人観光客の来訪促進や受入体制の充実   等  

 ○埼玉県の魅力発信と観光の推進  

  ・グルメ・アニメ・歴史・文化芸術・産業などの地域資源を活用した宿泊を伴う観光ル

ートづくり  
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  ・グリーン・ツーリズムの支援   等  

  

〈地域における雇用の場の創出（基本目標 1 関連）〉  

 ○次世代産業・先端産業の振興、農林水産業の振興  

  ・農林水産物の生産力強化やブランド化、農業の 6 次産業化の支援   等  

  

〈地域への定着・転入促進（基本目標 2 関連）〉  

 ○若年者を中心とした就業支援  

  ・新卒者などの若年者の就業支援  

  ・大学等と連携した県内企業への若手人材の就業支援・定着促進   等  

 ○移住の促進  

  ・子育て世帯等の移住支援  

  ・新規就農者等の移住促進  

  ・空き家の利活用の促進   等  

 ○定住の促進  

  ・産科医の確保  

  ・自然環境を生かした保育の実施  

  ・通学バスなどの運行に向けた環境整備   等   

  

〈高齢化の進展に対応したまちづくり（基本目標 4 関連）〉  

 ○誰もが快適で暮らしやすいまちづくり  

  ・生活交通を支える路線バスの維持・確保支援   等  

 ○共助社会づくりと地域連携の推進  

  ・コミュニティ活動の促進  

  ・地方都市の拠点形成や定住自立圏などまちづくりにおける地域連携の推進   等 

 

〈デジタルを活用したまち・ひと・しごと創生（基本目標５関連）〉  

 ○デジタルを活用した生産性の向上と便利で質の高い県民サービスの実現 

  ・行政手続の総合的なオンライン化の推進 

  ・マイナンバーカードの利活用の促進 

  ・都市のコンパクト化への支援と周辺等の交通ネットワーク形成の促進 

  ・デジタルデバイド対策の推進   等 

 ○デジタルを活用した事業活動の効率化や新たなビジネスの創出 

  ・行政や金融機関など関係機関のネットワーク化による県内事業者 DX への総合的支援 等 
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資料 

 「第 3 期埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略」策定等の経緯 

 
 
 
 

（1）埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略 

 

（2）第 2 期埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略 

ア 策定の経緯 

年 月 日 項  目 

令和元年 5 月 29 日 

第 8 回埼玉県まち・ひと・しごと創生有識者会議の開催 

 ・「人口減少と人口構成の変化が進む中、社会環境の変化を生かし、持続可

能な埼玉をつくるために今取り組むべきこと」をテーマとした意見交換 

令和元年 7 月 30 日 

第 9 回埼玉県まち・ひと・しごと創生有識者会議の開催 

 ・埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本指標及び重要業績評価指

標（KPI）の達成状況の検証 

 ・第 2 期県戦略の構成等に対する意見交換 

年 月 日 項  目 

平成 26 年 11 月 28 日 「まち・ひと・しごと創生法」施行（国） 

平成 26 年 12 月 27 日 
「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び 

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」策定（国） 

平成 27 年 4 月 30 日 「埼玉県まち・ひと・しごと創生有識者会議」設置 

平成 27 年 10 月 16 日 

～平成 27 年 11 月 13 日 
県民コメントの実施 

平成 27 年 12 月 8 日 
県議会に議案提出 

 ・第 157 号議案「埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定について」 

平成 28 年 3 月 25 日 県議会において議案可決（修正可決） 

1 過去の戦略の策定等の経緯 
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令和元年 12 月 17 日 

～令和 2 年 1 月 15 日 
県民コメントの実施 

令和元年 12 月 17 日 

～令和 2 年 1 月 9 日 
市町村への意見照会 

令和元年 12 月 18 日 
第 10 回埼玉県まち・ひと・しごと創生有識者会議の開催 

 ・第 2 期県戦略（素案）に対する意見交換 

令和元年 12 月 20 日 
「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年改訂版）」及び

「第 2 期まち・ひと・しごと創生総合戦略」策定（国） 

令和 2 年 2 月 20 日 

県議会に議案提出 

 ・第 47 号議案「第 2 期埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定に

ついて」 

令和 2 年 3 月 4 日 

5 か年計画等特別委員会の開催 

 ・第 47 号議案に対する質疑、討論 

 ・第 47 号議案に対する原案の採決（可決） 

令和 2 年 3 月 27 日 県議会において議案可決（原案可決） 

 

イ 令和 4 年 3 月変更の経緯 

年 月 日 項  目 

令和 3 年 12 月 22 日 「埼玉県 5 か年計画 ～日本一暮らしやすい埼玉へ～ 」策定 

令和 3 年 12 月 27 日 

～令和 4 年 1 月 25 日 
県民コメントの実施 

令和 4 年 1 月 4 日 

～令和 4 年 1 月 18 日 
市町村への意見照会 

令和 4 年 1 月 12 日 

～令和 4 年 1 月 18 日 

第 13 回埼玉県まち・ひと・しごと創生有識者会議の開催 

（書面開催） 

 ・第 2 期県戦略（一部変更素案）に対する意見照会 

令和 4 年 2 月 17 日 
県議会に議案提出 

 ・第 49 号議案「第 2 期埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略の変更に

ついて」 
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令和 4 年 3 月 4 日 

企画財政委員会の開催 

 ・第 49 号議案に対する質疑、討論 

 ・第 49 号議案に対する原案の採決（可決） 

令和 4 年 3 月 25 日 県議会において議案可決（原案可決） 

 

ウ 令和 5 年 10 月変更の経緯 

年 月 日 項  目 

令和４年 12 月 23 日 「デジタル田園都市国家構想総合戦略」閣議決定 

令和５年７月４日 

～令和５年８月１日 
県民コメントの実施 

令和５年７月 4 日 

～令和５年７月 18 日 
市町村への意見照会 

令和５年８月３日 
第 1５回埼玉県まち・ひと・しごと創生有識者会議の開催 

 ・第 2 期県戦略（一部変更素案）に対する意見照会 

令和５年９月２２日 
県議会に議案提出 

 ・第 104 号議案「第 2 期埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略の変更

について」 

令和５年 10 月６日 

企画財政委員会の開催 

 ・第 104 号議案に対する質疑、討論 

 ・第 104 号議案に対する原案の採決（可決） 

令和５年 10 月 13 日 

県議会において議案可決（原案可決） 

 ・「埼玉県デジタル田園都市国家構想の実現に向けたまち・ひと・しごと 

  創生総合戦略」に名称変更 
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年 月 日 項  目 

令和 5 年 12 月 26 日 「デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023 改訂版）」策定（国） 

令和 6 年 7 月 29 日 

第１６回埼玉県まち・ひと・しごと創生有識者会議の開催 

 ・埼玉県デジタル田園都市国家構想の実現に向けたまち・ひと・しごと創

生総合戦略の基本指標及び重要業績評価指標（KPI）の達成状況の検証 

 ・第３期県戦略の策定に対する意見交換 

令和６年 11 月 22 日 

～令和 6 年 12 月 17 日 
市町村への意見照会 

令和６年 11 月 25 日 

～令和 6 年 12 月 24 日 
県民コメントの実施 

令和 6 年 12 月 16 日 

～令和 6 年 12 月 27 日 

第 17 回埼玉県まち・ひと・しごと創生有識者会議の開催 

（書面開催） 

 ・第 3 期県戦略（素案）に対する意見照会 

令和 7 年 2 月 19 日 

県議会に議案提出 

 ・第 57 号議案「第 3 期埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定に

ついて」 

令和 7 年 3 月 5 日 
5 か年計画等特別委員会の開催① 

 ・第 57 号議案に対する質疑 

令和 7 年 3 月 17 日 

5 か年計画等特別委員会の開催② 

 ・第 57 号議案に対する討論 

 ・第 57 号議案に対する修正案及び修正案を除く原案の採決（可決） 

 ・第 57 号議案に対する附帯決議案の採決（可決） 

令和 7 年 3 月 27 日 県議会において議案可決（修正可決） 

 

 

 

 

  

2 第 3 期埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定の流れ 
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 県内 63 市町村に対し、書面により第 3 期県戦略（素案）に対する意見照会を行った。 

   ○照 会 期 間：令和 6 年１1 月 22 日（金）～令和 6 年１2 月 17 日（火） 

   ○提出意見数：5 件（3 市町） 

 

 

 埼玉県県民コメント制度に基づき、郵便、ファクシミリ、電子メールにより第 3 期県戦略（素

案）に対する意見を募集した。 

   ○募 集 期 間：令和 6 年 11 月 25 日（月）～令和 6 年 12 月 24 日（火） 

   ○提出意見数：5 件（1 名） 

 

 

 

頁 項目 原案 修正案 修正理由 

47 基本目標 2・主な施策 (ｲ) 子育てに魅力を感じるま

ちづくりの推進 

保育所、企業内保育所などの

整備や保育サービスの充実を

図るとともに、住まいなど子育

てしやすい環境を整備し、安心

して子供を生み育てることの

喜びを感じられる社会づくり

を進める。 

(ｲ) 子育てに魅力を感じるま

ちづくりの推進 

保育所、企業内保育所などの

整備や保育サービスの充実を

図るとともに、住まいなど子育

てしやすい環境を整備し、安心

して子供を生むことや、育てる

ことができるとともに、子育て

の喜びを感じられる社会づく

りを進める。 

「生み育てる」という表現は、

出産が子育ての前提となるた

め、こどもを生む方のみなら

ず、こどもを育てることに共に

責任を持つ保護者・養育者もそ

の対象に含む表現とすべきで

ある。 

50 基本目標 3 ア 結婚、妊娠・出産、子育て

への支援 

本県の少子化に歯止めをか

けるためには、安心して子供を

産み育てられる環境を整備す

ることにより、県民それぞれの

結婚、妊娠・出産、子育ての希

望を実現することが有効と考

えられる。 

（略） 

ア 結婚、妊娠・出産、子育て

への支援 

本県の少子化に歯止めをか

けるためには、安心して子供を

生むことや、育てることができ

る環境を整備することにより、

県民それぞれの結婚、妊娠・出

産、子育ての希望を実現するこ

とが有効と考えられる。 

（略） 

「生み育てる」という表現は、

出産が子育ての前提となるた

め、こどもを生む方のみなら

ず、こどもを育てることに共に

責任を持つ保護者・養育者もそ

の対象に含む表現とすべきで

ある。 

3 市町村への意見照会状況 

 

4 県民コメント（意見募集）の実施状況 

 

5 第 57 号議案「第 3 期埼玉県まち・ひと・しごと総合戦略の策定について」に対す

る修正案 
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53 基本目標 3・重要業績

評価指標（ＫＰＩ） 

(ｶ) 生活困窮世帯及び生活保

護世帯の学習支援対象者の高

校進学率 

９９．０％以上（令和１１年度

末） 

［現状値］９９．０％（令和５

年度末） 

(ｶ) 生活保護世帯の中学３年

生の学習支援事業利用率 

６０．０％（令和１１年度） 

［現状値］４０．２％（令和５

年度） 

貧困の連鎖に関する指標とし

て「埼玉県５か年計画」で設定

されている同指標を設定すべ

きである。 

なお、目標値は、公立の中学３

年生の通塾率＊と同率を目指し

設定した。 

＊令和５年度全国学力・学習状

況調査より 

 

 

第 57 号議案「第 3 期埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略について」について、事業の

執行方法に関して、以下の適切な対応を求めるものである。 

 

１．ＴＸの推進にあたっては課内の既存の業務の改善のみならず部局横断で事業を見直し、結

果として組織改編を伴うことも厭わない抜本的な改革案を提案できるリーダーを育て、ＴＸ

の成果を定量的に評価すること。 

 

２．農家一戸当たり生産農業所得の指標で、専業・兼業全ての農家の動向を確認し、現状の把

握に努め、農業を志す魅力を高められる指標や目標値を研究すること。 

 

３．こどもの居場所について、800 か所以上を維持した上で、その居場所の質を向上していく

ために、こどもの居場所に関わる多様な関係機関や民間団体が有機的に連携することができ

る体制の構築に努めること。 

 

４．「子育て支援の充実」について、こどもの貧困の連鎖の解消に関する指標として「生活保護

世帯に属するこどもの高校等進学率」を把握するとともに、その指標を向上するための取組

を行うこと。 

 

 
(1)まち・ひと・しごと創生法（平成 26 年法律第 136 号）［抜粋］ 

  第 1 章 総則 

   （目的） 

   第 1 条 この法律は、我が国における急速な少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよ

い環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくためには、国民一人一

人が夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安心して営むことができる地域社会の形成、

7 関係法令等 

 

6 事業の執行に適切な対応を求める附帯決議（案） 
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地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保及び地域における魅力ある多様な就業の機会の

創出を一体的に推進すること（以下「まち・ひと・しごと創生」という。）が重要となってい

ることに鑑み、まち・ひと・しごと創生について、基本理念、国等の責務、政府が講ずべき

まち・ひと・しごと創生に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための計画（以下「ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」という。）の作成等について定めるとともに、まち・ひと・

しごと創生本部を設置することにより、まち・ひと・しごと創生に関する施策を総合的かつ

計画的に実施することを目的とする。 

   （基本理念） 

   第 2 条 まち・ひと・しごと創生は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならな

い。 

    (1)国民が個性豊かで魅力ある地域社会において潤いのある豊かな生活を営むことができる

よう、それぞれの地域の実情に応じて環境の整備を図ること。 

    (2)日常生活及び社会生活を営む基盤となるサービスについて、その需要及び供給を長期的に

見通しつつ、かつ、地域における住民の負担の程度を考慮して、事業者及び地域住民の理解

と協力を得ながら、現在及び将来におけるその提供の確保を図ること。 

    (3)結婚や出産は個人の決定に基づくものであることを基本としつつ、結婚、出産又は育児に

ついての希望を持つことができる社会が形成されるよう環境の整備を図ること。 

    (4)仕事と生活の調和を図ることができるよう環境の整備を図ること。 

    (5)地域の特性を生かした創業の促進や事業活動の活性化により、魅力ある就業の機会の創出

を図ること。 

    (6)前各号に掲げる事項が行われるに当たっては、地域の実情に応じ、地方公共団体相互の連

携協力による効率的かつ効果的な行政運営の確保を図ること。 

    (7)前各号に掲げる事項が行われるに当たっては、国、地方公共団体及び事業者が相互に連携

を図りながら協力するよう努めること。 
 

  第 3 章 都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略及び市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略 

   （都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略） 

   第 9 条 都道府県は、まち・ひと・しごと創生総合戦略を勘案して、当該都道府県の区域の実

情に応じたまち・ひと・しごと創生に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県

まち・ひと・しごと創生総合戦略」という。）を定めるよう努めなければならない。 

   2 都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略は、おおむね次に掲げる事項について定めるもの

とする。 

    (1)都道府県の区域におけるまち・ひと・しごと創生に関する目標 

    (2)都道府県の区域におけるまち・ひと・しごと創生に関し、都道府県が構ずべき施策に関す

る基本的方向 

    (3)前二号に掲げるもののほか、都道府県の区域におけるまち・ひと・しごと創生に関し、都

道府県が講ずべき施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

   3 都道府県は、都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略を定め、又は変更したときは、遅滞

なく、これを公表するよう努めるものとする。 
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(2)埼玉県まち・ひと・しごと創生有識者会議設置要綱 

  （目的） 

  第 1 条 まち・ひと・しごと創生法第９条に定める都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略（以

下、「県総合戦略」という。）を策定し、推進するに当たり、専門的な見地から意見を聴取する

ため、各界の有識者からなる埼玉県まち・ひと・しごと創生有識者会議（以下、「有識者会議」

という。）を設置する。 

  （所掌事項） 

  第 2 条 有識者会議は、次の事項について専門的な見地から意見を述べるものとする。 

   (1)県総合戦略の策定に関すること。 

   (2)県総合戦略の効果検証に関すること。 

   (3)その他、県総合戦略に関し必要と認める事項に関すること。 

  （構成員） 

  第 3 条 有識者会議は、知事が選任した委員をもって構成する。 

  2 委員の任期は、2 年以内とする。 

  3 委員の再任は妨げない。 

  （委員長） 

  第 4 条 有識者会議に委員長を置き、委員の互選により選出する。 

  2 委員長は必要があると認められるときは、委員以外の者の出席を求めることができる。 

  3 委員長に事故ある時は、予め委員長が指名する委員が委員長を代行する。 

  （有識者会議） 

  第 5 条 有識者会議は委員長が招集し、主宰する。 

  2 有識者会議の議事及び検討内容は原則公開とする。ただし、有識者会議が公開しない旨を決定

したときは、この限りではない。 

  3 有識者会議は、必要があると認められるときは、委員以外の者に会議への出席を求め、その意

見を聴くことができる。 

  （事務局） 

  第 6 条 有識者会議に事務局を置き、その事務は、埼玉県企画財政部計画調整課において処理す

る。 

  （その他） 

  第 7 条 この要綱に定めるもののほか、有識者会議の運営に関し必要な事項は別に定める。 

     附 則 

   この要綱は、平成 27 年 4 月 30 日から施行する。 
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令和6年10月1日現在

氏　名 所　属 分　野

1 五十嵐
い が ら し

　敦子
あ つ こ

有限会社五十嵐不動産　専務取締役

2 市川
い ち か わ

　剛士
た け し

株式会社一川工業　越生自動車学校　役員

3 宮原
み や は ら

　敏夫
と し お

税理士法人朝日会計社　代表

4 千葉
ち ば

　みどり※１ 株式会社そごう・西武　西武所沢S.C.　館長

5 石井
い し い

　昭彦
あ き ひ こ

※２ 埼玉大学 理事（研究・産学官連携担当）・副学長

6 吉川
よ し か わ

　はる奈
な

埼玉大学教育学部　教授

7 松本
ま つ も と

　暢子
の ぶ こ

大妻女子大学大学院人間文化研究科　教授

8 加藤
か と う

　和徳
か ず の り

埼玉りそな銀行 常務執行役員

9 谷口
た に ぐ ち

　周子
し ゅ う こ

※２ 武蔵野銀行 地域サポート部部長

10 小川
お が わ

　純子
す み こ

埼玉縣信用金庫　コンプライアンス統括部長

11 大谷
お お た に

　誠一
せ い い ち

※２ 日本労働組合総連合会埼玉県連合会事務局長 労働団体

12 山関
や ま ぜ き

　美和
み わ

※２

株式会社埼玉新聞社
編集局次長兼ニュースセンター長代理兼運動部長
兼ビジュアルコンテンツ部長

13 松
ま つ

之
の

舎
し ゃ

　茂喜
し げ き

株式会社日刊工業新聞社 さいたま総局長

14 森田
も り た

　圭子
け い こ

ＮＰＯ法人わこう子育てネットワーク　代表理事

15 川名
か わ な

　千鶴子
ち づ こ

ＮＰＯ法人まちづくりサポートネット元気な入間　理事

16 渡辺
わ た な べ

　美智子
み ち こ

※２ 立正大学データサイエンス学部　教授 デジタル

※１　任期　令和6年（2024年）10月1日～令和8年（2026年）3月31日 (敬称略・順不同)

※２　任期　令和6年（2024年）4月1日～令和8年（2026年）3月31日

住民協働

任期：令和5年（2023年）4月1日～令和7年（2025年）3月31日

産業・経済

金融機関

メディア

大学・教育機関
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